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発展途上国における国家の可能性再考（下）

―「国家－開発－市民社会」の新たなトライアッド関係構築の視点から―

松　　下　　　　　冽

Ⅳ 「公－私」分割を越える開発戦略：若干の事例

１．社会資本の「共同生産」（メキシコ）

途上国において社会資本を意識的に発掘し，育成・活用することは極めて重要である。エヴ

ァンスはこの点を次にように主張する。

「普通の第三世界で市民の福祉を持続的に向上させることが目的であるとき，社会資本は重

要な構成要素である。社会資本なくして，物理的・人間的資本は容易に分散してしまう。社
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会資本の別の特徴は，他の種類の資本が乏しい国の視点からは一層興味をそそられる。すな

わち，社会資本はその創出において乏しい物的諸資源の支出を必ずしも必要としないし，そ

のストックは利用するにつれ，減少するのではなく蓄積する」（Evans, 1996a:1034）。

こうしたエヴァンスの視点は，社会資本の考え方を発展させ，理論的傾向と実践的要請に応

えるものとなっている。すなわち，ミクロ制度的基盤の理解や「インフォーマルな規範やネッ

トワークの重要性」の認識，制度的変化に関わる「ソフト・テクノロジー」や「信頼と相互性

の諸規範」への注目などが要請されているのである（Evans, 1996a:1033）。

それでは，国家－社会シナジーや相互エンパワーメントは，社会・経済領域だけでなく政治

発展過程でも起こりうるか。また，非民主主義体制下でのこうした政治発展が市民社会の出現

と結びつく可能性があるのか。あるとすればどのような条件を必要とするのか。

エヴァンスの視点とも関わって，フォックスはメキシコ農村社会の研究においてメキシコの

国家の役割に焦点を当て，市民社会を「厚くし」，「権威主義レジーム下での社会資本の不均等

な現れ」を説明する方法を理論化している。彼はこの「不均等な現れ」を，社会資本を育成し，

あるいは解体する国家の意思と能力，ローカルな政治アクターの情況的戦略，集団的行動を可

能にしたり，不可能にする他の諸組織の影響，以上の相互作用に求めた（Fox, 1996）。

本節では，社会資本の重要な構成要素をなす「信頼と相互性の諸規範」への新たな関心と

「それを支える繰り返される相互作用のネットワーク」に焦点を当てたフォックスの研究に依

拠して，政治的・市民的空間の「共同生産」を検討する。

＜メキシコ農村の「市民社会」＞

フォックスは言う。メキシコの村落を詳細に観察すると，社会資本は広がっていることがわ

かる。多くのインデヘナが住む村落では，共同体が水平的な協力，相互性，自助の長期にわた

る伝統を再生産してきた。数千の村落は同意による資源配分と正義に関する共同体の決定をし，

リーダーと共同体構成員の間で説明責任の強力な規範を維持している。多くの共同体内に文化

的・階級的亀裂が，そして移民による文化的差異が増加しているが，インディヘナが住むメキ

シコにおいて水平的組織と相互性の規範がかなり残っているのは極めて注目すべきことである

（Fox, 1996:1093）。

彼は，最近20年間のメキシコ社会の変容がインディヘナの共同体に分極化と多様化をもた

らしてきた点を包括的に考察している。すなわち，共同体の国民経済や政治システムへの統合

はミクロレベルでの従属を増大し，村落レベルを越えた自律的代表組織を構築する多くの努力

は抑圧されてきた。しかし，実際には二つのプロセスが同時に進んできた。20年以上にわたり，

競合する国家諸アクターが二つの結果を押し進めてきたので，インディヘナ組織は下から一緒

になり，上から解体されてきた。その結果は，インディヘナ地域の市民社会の相対的厚さにお
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いて極端な差異のある極めて不均等な分布である。ある地域では，市民社会は大変薄く，垂直

的な権威主義的クライエント関係によって市民は分断され従属している。他方，別の地域には

ローカルなレベルでの政治的民主主義を求める力強い市民運動や，数千の構成員を有する洗練

された生産者・消費者協同組合がある。その結果は，インディヘナ市民社会の幅広いカテゴリ

ーには州の間や州内に大きなバリエーションがあるということである。（表１，２）（Fox,

1996:1093）。

社会資本のレベル
地域レベルの抑圧

高

中

低

低
多元的飛び地（権威主義支配に対
する先行型動員の成功の結果）

国家と社会との間の半クライエン
ト型競合（強制よりも誘導によっ
て行使された国家統制）

ほとんど挑戦も受けず，それゆえ
抵抗を受けることもまれな権威主
義支配

高
権威主義支配に対する動員・未決
着（潜在的な「二重政治権力」状
況）
権威主義への社会的挑戦の増大
（強制が矛盾した影響を生む。抵
抗の促進と阻止）

強制的動員解除（権威主義支配へ
の挑戦が閉ざされた結果）
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表１．メキシコ農村における政治空間と社会資本の結果

（出所）Fox,1996:1093.

「サブナショナルな政治レジーム」

多元的飛び地

半クライエント型競合

挑戦を受けている権威主義支配

高い権威主義支配

州（州内の諸地域）

オアハカ（フチタン、シェラ・ノルテ、マサテカの一
部）；ミチョアカン（プレペチャ地域の一部）；ソノラ
（ヤキ地域）
オアハカ（マサテカの一部、中央渓谷）；ミチョアカン
（プレペチャ地域の一部）；イダルゴ（ナーニュ地域）；
プエブラ（シエラ・ノルテの一部）；ユカタンの大部分、
カンペチェ、キンタナロー、メキシコ州
チアパス（アルトスの大部分、ラカンドン、シエラ・ノ
ルテ、シエラ・スル）、タバスコ（チョル地域）、ゲレロ
（アルタ・バルサス、モンターニャ、コスタ・チカ）；オ
アハカ（北部イスツムス、ピノテパ、ミステカの一
部）；イダルゴ（ウアステカの一部）
ベラクルス（シエラ・ソンゴリカ、ウアステカの大部分）、
イダルゴ（ウアステカの一部）；ゲレロ（モンタニャの
一部）；オアハカ（メステカの一部）；プエブラ（メス
テカの一部、シエラ・ノルテ）；チワワ（ララムリ地域）

表２．メキシコ農村における土着の社会資本の社会的・地理的分布

（出所）Fox,1996:1094.



＜社会資本の蓄積：政治的経路＞

30年ほど以前には，メキシコのインディヘナ共同体は村落レベルを超えた「拡大」代表組織

を結成していなかった。対立と協力の累積的サイクルを通じて，多様な地域の社会的地図は，

表１・２に見られたように幅広い政治的結果へ拡がった。これらの様々な国家－社会関係の類

型は，強固な地域的権威主義型の形態から多元主義の「飛び地」までの様々な「サブナショナ

ルな政治レジーム」を形成した。

自律的なインディヘナ組織を強化しようとしたところでは，それは三つの主要な原因による

経路のうちのどれか一つ，あるいは一つ以上によっていた。表３に要約されているように，こ

れらの三つの主要な原因に起因する経路は次のものを含む。すなわち，第１に，国家－社会の

収斂で，改良主義的国家アクターとローカルな社会グループとの間の社会資本の共同生産を含

んでいる。第２に，教会の改革派やNGO，政治的反対派のようなローカルあるいは外部の社

会グループ。第３に，独立した現象で，そこでは社会資本は民主化や説明責任のあるガヴァナ

ンス，あるいは社会経済的発展を求めるローカルな社会運動によってより独立して生み出され

る。これら三つのカテゴリーは概念上異なっているが，実際はしばしば重複している（Fox,

1996:1094）。 以下，社会資本形成の原因となる３つの経路を説明しておく。

＜国家－社会の収斂＞

第１の国家と社会アクター間で社会資本を共同で生産する主要なパターンは，相対的に自律

した草の根組織を容認し，励ますために行われる中間的・下位レベルの改良主義的政府官僚に

よる継続的なイニシアティブの形態をとる。この共同生産のプロセスは，各サイクルの結果が

その次の機会を利用する社会的能力を強めたとき，累積的効果を持った。1970年代初頭，80

年代初頭，そして90年代初頭に，上からの三つの異なった「開放（openings）」という意味で，

多様な改良主義的プログラムとプログラム内での「飛び地」を確認できる。第１（70年代初・

中期）と第３（80年代末，90年代初め）の開放は下からの圧力に対応し，第２の開放（80年

代初頭）は支配的政治エリート内の勢力均衡における独立的な変化によって導かれた。これら
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国家‐社会収斂

国家改良主義者とロ
ーカルな社会グルー
プとの間の共同生産
（シナジー型協力）

ローカルと外部者の社会的強力

ローカルなグループと市民社会
の外部同盟者との共同生産（宗
教、開発、環境、市民的・政治
的同盟者）

自立的な社会的スケールアップ

外部支援欠如の中でローカルな
自立的社会・市民あるいは政
治・選挙上のイニシアティヴを
通じたボトムアップ型の社会資
本生産

表３．社会資本蓄積への一因となりうる経路

（出所）表２．に同じ。



三つ各時期に，改良主義的官僚は，政府が実施する多様な農村開発プログラムの重要な部分を

たとえわずかであっても現実的に支配しようとした。以前には村落レベルを越えて集会や結社

の自由を経験したことがなかった多くのインディヘナ地域を含めて，改良主義的官僚はメキシ

コの貧しい地域を目標とした開発プロジェクトの実施に際して，草の根型参加の制度的機会を

つくり出すことができた。各サイクルで，権威主義的エリートとセミ・クライエンテリズム型

エリートは，通常，プログラムの多くの改革部分を獲得することさえできた。それゆえ，ロー

カルなレベルを越えた自立的参加は，大部分の現実的な政策実施経験を代表していなかった。

ここで注目するような参加は，全国的な通例と言うより地域的な例外であった。しかし，「社

会資本の蓄積といった長期的視点からすると，これらの地域的例外の幾つかは重複し，蓄積さ

れ，水平的にネットワーク化され，実際上，代表的インディヘナ・グループが90年代半ばに

強化された多くの地域」（Fox, 1996:1095-96）を説明している。

各サイクルで，政府の改良主義者による目立たないネットワークは，以前のサイクルを生き

残ったこれらの社会諸組織を広げ，参加型プロセスは時々，自律的・代表的組織とのより大き

な権力共有へと国家当局を移動させることができた。この当局の移動は「インディヘナ民衆の

ための地域連帯基金」の場合に大幅に進んだ。それは，「全国連帯計画」（National Solidarity

Program:1989-94）（第Ⅴ章２参照；松下,2001c）の他の部門と違い，開発資源配置を争点とす

る地域レベルの決定をエスニックの面でも，政治的にも多元的なインディヘナ指導者会議に移

そうとしていた。実際，この改革プログラムの知事による一掃はチアパス反乱のへの道に向か

う転換点の一つであったし，システム内の変化の「政治的機会」がほとんど残されていないこ

とのシグナルとなった。国家の各「開放」は，後に権威主義的巻き戻しによって閉じられた。

もちろん，それぞれの場合に，一定の社会資本は生き残り，すべての改良主義者が一掃された

わけではないが（Fox, 1996:1096）。

＜ローカルな市民社会組織と外部のそれとの協力＞

社会資本形成の原因となる第２の道は，市民社会の別のアクターとの協力を通じてである。

チアパスの経験はこのプロセスをきわめてよく示している。なぜなら，「国家－社会」協力の

経路はそこでは開かれていないからである。

チアパスはメキシコで最も権威主義的州の一つであるだけでなく，ローカルと州のレベルで

のエリートは，他州において自立的な地域組織建設のための新しい機会創出にとって極めて重

要であった連邦改革プログラムと同様なプログラムの展開をこの州では系統的に阻止しようと

していた。実際，他の比較的貧しい暴力的地域の自立的な草の根組織にとって，狭くとも重要

な政治空間の残存は，メキシコ農村での反乱の社会的・政治的反響が軍事的に抑圧されなかっ

た一つの理由である。チアパスにおける代表的組織を強化するローカルな努力にとって最も重
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要な外部の同盟者の一つは，カトリック教会の民主的一翼であった。農村部への国家の長期に

わたる深い浸透ゆえに，またメキシコの比較的少数の民主的な司教の存在（サムエル・ルイス

Samuel Ruiz が象徴的だが）ゆえに，これらの外部の社会的同盟者はほんの僅かな地域でのみ

インディヘナの市民社会を拡大しようとしたが，チアパスはそのひとつであった。多くのメキ

シコ農村と同様に，長期の民主的な反対派活動家の非党派的ネットワークは，非政府の開発組

織とともに，多くのローカルな草の根運動に重要な同盟者を提供した。

1994年から振り返ってみると，チアパスのインディヘナ民衆によって構築された深い社会組

織網の多くは，1974年の表現と集会の「スケールアップ」された自由に起源がある38）。権威主

義的環境において市民社会を厚くするこの「社会的共同生産」のシナリオもまた，NGOのよ

うな内外の他の種類の外部同盟者を必要としている。（Fox, 1996:1096）。

＜下からの社会資本の独立的生産＞

サパティスタ運動は，その起源からみて草の根組織が外部の同盟者が無くても拡大し，発展

できることを示す特別の事例である。しかし，それには二つの限定が必要である。第１に，そ

の組織化の多くは，司祭や政府の改良主義者からの支持を生み出せる既存のネットワークを利

用した（社会資本の共同生産の他の二つの道）。加えて，一度反乱が放たれて以後，国内・国

際レベルで外部の市民社会の同盟者の動員があった。また，サパティスタの反乱に軍事的に対

応するか，あるいは政治的に対応するかをめぐってメキシコの全国的な政治階級内に鋭い分裂

を導いた。このことは，中米型の軍事「解決」ではなく，戦闘の２週間以内に一方的な停戦を

大統領が宣言することになった。続く交渉過程の過程で，サパティスタの軍事的弱さにもかか

わらず政治力を残せたのは，内外の多様な市民社会同盟を維持する能力にあった（Fox,

1996:1097）。

1994年，地域の多様な市民運動は，チアパス州の自治体の３分の１以上で支配政党の市長を

追放し，代わりに人権運動や協同組合，民族的権利グループを含む多元的な町評議会（town

council）を設置しようとした。この新たな町評議会は，州や連邦政府との交渉力を拡大する

ため幾つかの「自律的地域多民族政府」を形成した。さらなる注目すべき「スピルオーバー効

果」の例は，1995年末に見られた。すなわち，政府とサパティスタの和平会談には，メキシコ

全土から集まった自立したインディヘナ・リーダーが含まれていたことである（Fox,

1996:1094）。

以上に述べたメキシコの経験から，フォックスは教訓を引き出している。その主要な教訓の

１つは，権威主義的支配の観念を分析して，様々なレベルの抑圧の重要性と，権威主義体制内

部の諸分派が下からの自立的な集団行動のための同盟者を生み出せる可能性，この双方を区別

する必要である。
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20年以上にわたり繰り返された集団行動のサイクルは，メキシコの農村の社会組織に関して

不均等な分布を残した。それは中間のセミ・クライエンテリズムの複雑な「灰色領域」を含め

て，ローカルな民主主義の「飛び地」から権威主義的支配の塹壕で囲まれた要塞にまで及んで

いる。これらの多様な結果は，実際にはしばしば重複しているが，分析的には異なった政治的

経路を通じて現れた。第１の経路は，上からの開放の利用を可能にし，その利用を意図したロ

ーカルな社会集団と国家の改良主義者の間での社会資本の共同生産であった。それは，政府の

開発プログラム実施での限定的だが実質的な参加をも含んでいる。第２の経路は，教会や開発

グループ，人権グループのようなローカルな，あるいは地域的な組織化の努力への支援を与え

る外部の非政府アクターを含む。第三の経路は外部の同盟者からもっと独立しており，一層明

らかに反対派の政治的特徴を持っている。この経路ですら，サパティスタの反乱が示している

ように，不可避的な権威主義的巻き返しを生き残るためには，十分な政治的空間を維持すべく

外部の社会的支持を必用としている（Fox, 1996:1097-98）。

社会資本の「共同生産」と視点から，フォックスによるメキシコの農村社会の分析を紹介し

てきたが，ここから以下の重要な論点が提起されてくると彼は結論づける（Fox, 1996：1089-

1092）。

第１に，民主化を権威主義国家に反対する市民社会のゼロ－サム的闘争としてみる単純な解

釈は生産的ではない。それは，一定の環境の下で，国家が市民の組織生活の強固な領域の出現

を促進し，それゆえ民主的移行の主要勢力を創出する可能性をも無視することになる。

第２に，国家機構内の改良主義者は，政府プログラムによる大衆動員をはじめ，成長しつつ

ある代表的・自律的社会組織の定着を促進するために政治的・経済的資源を提供した。この過

程で，国家アクターは社会を変えようとして，農村地域の民間エリートや政府内の官僚の保守

的部分の双方に反対して市民社会内の従属的諸グループと同盟した。国家によって始められた

この社会運動は，メキシコ農村における一層自律的で活力ある市民社会の形成を進めた。それ

はまた，「クライエンテリズムから市民権」への移行を開始し，かくして伝統的な権威主義か

ら成熟した民主主義への移行の可能性を高めた。

第３に，社会資本は下からもつくられるが，他方，外部の同盟者は今でもこうした組織が生

き残るには決定的に重要である。メキシコ農村の時代を超えた様々な地域の政治的動態につい

ての多様な考察はこれらの一般的論点を例証している。

第４に，ローカルなネットワークが開発に関連する代表性と交渉力を「スケールアップ」す

る組織に転換する際，国家は決定的な役割を果たした。

第５に，集団的行動や市民社会構築の多くの説明は，国家主導型かあるいは社会主導型のど

ちらかである。しかし，大部分の国家中心アプローチと社会中心アプローチは，他の領域を説

明がつかない「ブラック・ボックス」として扱いがちである。国家と社会アクター間の建設的

発展途上国における国家の可能性再考（下）（松下）

（ 141 ） 141



相互支援のパターンは一般的ではないかもしれないが，国家－社会関係への「一方向」型アプ

ローチに異議を申し立てている。

第６に，国家－社会シナジーの諸類型を説明するために，国家と社会の間の相互影響の過程

を把握できる相互作用型枠組みで双方を分析しなければならない。

第７に，フォックスのフレームワークは，「セミ・クライエンテリズム」が権威主義的クラ

イエンテリズムと多元的市民権との間にある国家－社会関係を形作るのに有益であることを示

唆している。セミ・クライエント型権力は政治的従属にもとづく国家利益への接近を条件付け

ようとする。伝統的な権威主義的クライエンテリズムとは対照的に，彼らの手段は，棍棒の脅

しなしに，人参の撤去の脅しである。

２．政府－ローカル・コミュニティの相互作用

本節は，インドのケーララ州における州政府とローカル・コミュニティとの相互作用の発展

を考察する。その際，この州で広範に取り組まれた民主的分権化を分析対象にしたい39）。

ケーララ州は優れた教育，ヘルスケア，公的食料配分，そして土地改革のような基本的構造

の変革に向けた社会動員の歴史で良く知られている。いわゆる「ケーララ発展モデル」である

（Parayil ed.,2000 参照）。また，最近では民主的分権化の成功例としても注目を浴びており，

次のような評価まである。

「ケーララはこれまで真の民主的分権化の経験という点で，また第一世界の略奪的なグロー

バル化に抵抗し，代わりに民主主義と参加を通じて発展の新しい世界秩序を創出しようとし

ているすべての第三世界人民に希望を与える価値と制度を促進するという点で，最も進んだ

経験を生みだしてきた。」（Thomas Isaac and Franke, 2002: x vi）

さらに，これから論述するケーララの民主的分権化の実験と運動は，エヴァンス等が提起す

るシナジー論を豊富化する例証でもある。社会資本（social capital）が適切な国家介入に結び

ついた時には，力強いシナジーを生み出すことができるのであり（Evans,1997），ケーララの

事例は，民主的分権化が積極的な「国家－市民社会」シナジーを育てる可能性を持っているこ

とを示している。

＜分権化計画のための民衆キャンペーン＞

1993年，ニューデリーの中央政府はインド憲法の第73，74次修正を通過させたが，それは

国家からより下位の行政レベルに諸権限を委譲した（井上，1998参照）。そして，地方機関に

委譲される20の政府機能を列挙していた。1993年４月までに，他の州政府と同様，ケーララ

政府は第73，74憲法修正を適用する法を通過させなければならなかったが，ケーララの会議

派政府（United Democratic Front: UDF）は積極的な行動も取らなかった。知識人や野党，
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世論からの幅広い批判の結果として，州政府は結局，極めて限定的な条項を含んでいたケーラ

ラPanchayati Raji法を導入した。

1996年３月の左翼民主戦線（LDF）の選挙勝利が分権化への弾みを生き返らせた。左翼は

ローカルな民主的諸制度と民衆のエンパワーメントに向けた40年にわたる厳しい闘争の教訓

を学んできた。彼等は，たとえ州議会や政府が交代しても容易に消し去ることができないよう

な分権化を組織し，位置づけることを決定した。今や，それは行政的プロセスではなく大衆動

員，すなわち民衆キャンペーンとなった（Thomas Isaac and Franke, 2002:18）。

左翼民主戦線（LDF）政府は，地方政府によって定式化され実現されるべき企画（プロジェ

クト）と事業（プログラム）のためにその第９次計画経費の35～40％を委譲することを決定

した。それゆえ，分権化計画のための民衆キャンペーン（People’s Campaign for

Decentralized Planning）として広く知られている大衆運動が開始され，地方政府は透明かつ

参加型の方法で計画を準備するよう力づけられた。

この民衆キャンペーンは，民主主義における極めて急進的な経験をなしている。それは次の

ような特徴をあげることができる。

第１に，政府官僚の諸機能を分権化する一方で，政府が融資したプロジェクトが達成できる

ことを越えて展開し，数十万の活動家やボランティアのエネルギーを動員した。

第２に，このキャンペーンは，不可触民である指定カースト（Scheduled Caste）や指定部

族（Scheduled Tribe）の住民にプロジェクト資金の引き渡しを保証する手続きを作り出した。

第３に，それはまた，女性のための特別のプロジェクトを実施し，同時に，被選出公務員や

活動家として公的生活により十分かつ効果的に参加するよう女性を励ました。

第４に，それは一定の政府支出部門における腐敗の排除，あるいはその劇的な減少のための

条件を創出しつつ，あらゆる種類のプロジェクトとプログラムの手続きを合理化した。

第５に，ケーララの開発計画における環境問題についての意識をも高めた。

第６に，それは分権化の一層の深化とコミュニティや市民社会の強化を約束する地域グルー

プのような地区におけるローカルなイニシアティブの自発的な展開を促進し支援した。キャン

ペーンはまた数千のローカルな官吏や活動家に訓練を施したが，それはこれまで行われた最も

広範な成人教育であり，エンパワー・プログラムの１つである。

第７に，注目すべきことに，キャンペーンはその制度化を調整するための委員会を設立した。

これは組織者が大衆動員における時間的制約を深く認識していたことによる。彼等はこれらす

べての行動を革命的状況ではなく，議会制民主主義の１内閣の期間に（1996-2001）行った。

こうして，ケーララの第９次計画キャンペーンの際だった特徴は，「世界とすべての人々の

ために，より公正で，平等主義的で，民主的で持続可能な将来の構築に関心あるすべての人に

よって学ばれる価値がある」（Thomas Isaac and Franke, 2002:5）経験となった。
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＜ケーララの分権化の特徴＞

インドの他州，あるいは世界の他の地域の分権化プログラムと比較して，ケーララにおける

分権化には顕著な特徴がある。トーマス・アイザックとR.W.フランクは，「分権化過程の発想

の転換」，社会動員の手段としてのプランニング，運動創出の制度化，新たな市民文化の創出

の４つをその特徴としてまとめている（Thomas Isaac and Franke, 2002:18-20）。

第１は，「まず行動，前提条件はそれから」の発想である。分権化の古典的モデルはテクノ

クラート的ビジョンによって導かれた秩序だった道筋を想定している。そこでは，青写真は軋

轢のない環境で描かれている。しかし，途上国の多くの場合，想定される前提条件はほとんど

満たされないし，財政的分権化は紙の上の練習で終わることになる。

ケーララでは分権化の理論的道筋は逆転した。1996年，LDF政府によってなされた最初の

決定の１つは，第９次５カ年計画支出の35-40％を地域自治制度（Local Self-Government

Institutions; LSGIs）によって立案されるプロジェクトとプログラムに配分することであった。

行政的能力の漸進的構築を待つことなく，政府は思い切ってやることを選択し，資金を委譲し

た。分権化の道筋を逆転させることは，成功の条件を創出しようとする本質的改革の実行を政

府に強いることになった。

第２の特徴は，社会動員の手段としてのプランニングである。ケーララにおける分権化は，

大衆動員と透明性の強調にあった。包括的な計画は，各地域的機関が助成金を主張できる前に，

民主的にそれらの機関によって準備されていた。キャンペーン以前，資金配分は単に，様々な

プロジェクト――多くは道路だが――のために地区（ward）構成員間で等しく資金を分割し

ただけであった。しかし，民衆キャンペーンとともに，計画立案過程は民衆の最大限の参加を

伴って地区レベルで開始している。民衆参加は選出された代表やボランティア機関に限定され

ず，非公式の専門家やボランティアとともに地域会議（grama sabha）に集まった一般の人々

を含んでいる。公務員は一般の人と共に働かなければならない。

第３は，運動創出の制度化である。多くのキャンペーン活動は特別な順序で実行された。新

しい制度は経験と修正を通じて発展し，2000-2001年に制度化されている。運動と制度建設者

の弁証法的相互作用があり，それは古典的分権化パラダイムに適合しない。新しい価値は法

的・行政的システムに制度化されなければならない。それは，官僚の惰性や選挙政治を克服す

るため下から支えられた広範な圧力を必要とする。運動の制度化そのものが運動の行動を必要

とする。キャンペーンの展開の決定とともに，LDF政府は地域自治および関連した行政問題

に関する法律の全般的な見直しを推薦するために，権限分権化委員会（Committee on

Decentralization of Powers），いわゆるセン委員会を設立した。委員会は1997年12月最終報

告書を提出した。1999年末，政府はセン委員会の推薦によって1994年のケーララPanchayati

Raji法とケーララ自治法を全面的に修正した。
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第４の特徴である新たな市民文化の創出は，ケーララの民主的分権化を深く理解するために

も重要である。計画立案は，ニーズと資源の評価，優先順位の設定，プロジェクトの準備，計

画の定式化といった，ある程度は技術的プロセスである。しかし，ケーララにおいて民衆動員

は参加者の間の一定の態度の変化をもたらし，民主的改革のために下からの民衆圧力を構築す

るよう意図されていた。民衆キャンペーンは草の根の民主的制度を推進する市民文化を積極的

に育成しようとした。開発への官僚的部門別アプローチは民主的ビジョンに道を譲った。技術

エリートの中に深くしみ込んでいるシニシズムと「象牙の塔」的態度は，参加と関与の文化に

置き換えられた。ケーララで民主的分権化が試みられるにつれ，その最終的目標は日常的ガヴ

ァナンスにおいて人々の最大限の直接参加を生み出すことである。この目的は政府の命令や行

政的再編成を通じただけでは達成できない。それは創造性と運動の社会的論理を必要とする。

＜ケーララ・モデルの発展：政治的ビジョンと市民社会＞

ケーララの経験は，この州の歴史における様々な諸要素の結果である。1996年３月のLDF

の選挙勝利はインドの第９次５カ年計画の開始と一致した。この直接的契機がケーララの長期

的な歴史的・政治的発展に合流することになった。その長期的発展はケーララの広範な市民社

会や，ケーララ・モデルと呼ばれるようになったことの成果を含んでいた（Parayiled.,

2000:Heller, 1999;2001参照）。しかも，あらゆる利用可能な諸力が動員されることができた。

なぜならケーララの左翼運動内部には，キャンペーンを開始し，それを導く政治的ビジョンの

発展があった。

分権化の役割に関する左翼の政治ビジョンの発展は，党綱領や国際会議の報告や結果以上の

ものである。それは，多くの計画策定手法，適切な技術，組織形態が多様な地域の発展プロジ

ェクトにおいて経験的に発展していたことによる。キャンペーンはケーララ人民科学運動

（KSSP）や他の各種のNGO，協同組合，地域会議，そして政府機関によって行われた経験か

ら学ばれた。こうして，ケーララにおける州レベルの政治ビジョンは，州のほぼすべてのロー

カル・レベルに拡がっていた力強く活発な市民社会から発展した。この市民社会は，州の活動

家がトレーニング・プログラムとマニアルを通じて普及できたローカル・レベルの発展モデル

を生みだした。分権化の仕事の一部は既に行われていた（Thomas Isaac and Franke,

2002:28）。

ケーララはこうした力強い市民社会をなぜ持っているのか。ケーララの民衆は教育向上，公

衆衛生，健康管理，土地改革，労働者の権利，カースト差別の廃止等，１世紀にわたってこれ

らのための闘争の市民社会組織を推進する彼等の民主主義を生みだした40）。彼等の闘争は広く

議論されたケーララの発展モデルを作り出した。このモデルはそれ自体，民主的分権化のため

のキャンペーンにおける基礎的ブロックとなっている。
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＜ケーララの経験：抵抗のメカニズムとしての民主的分権化か＞

ケーララの経験は，「力強く積極的な市民社会組織によって支えられているゆえに民主的で

あり，その成功に真に関わる州レベルの政府に支援されているゆえに民主的であり，それは実

施に積極的な役割を果たすようになる数千の普通の市民の技術と理想主義を引き寄せるゆえに

民主的である」（Thomas Isaac and Franke, 2002:212）。

ケーララにおいて，分権化のキャンペーンを行う決定をしたのは左翼支配下の州政府であっ

た。このイニシアティブは左翼内部の長期の議論と自己反省の結果に起こった。それは，左翼

がいつも闘ってきた運動を前進させるために分権化を利用する可能性についての理論的理解か

ら生まれた41）。

議会制民主主義を中央レベルや州レベルから地区やブロック，パンチャーヤトあるいは自治

体に拡大することは，日常的なガヴァナンスのより直接的な大衆参加の可能性を開いている。

草の根民主主義は搾取された弱い人々を守るための動員に好ましい状況を生みだした。インド

の左翼はいつもこうした民主主義の拡大を支援してきた。開発計画や実施に積極的に民衆を関

与させることにより，ケーララにおける経済的停滞や社会サービスの質的低下を打ち破る重要

な戦略的イニシアティブとして分権化を左翼は考えている。それは民衆を分割する狭隘な政治

的分割を打ち破り，新たな領域に拡がることを期待している。ケーララの経験は，単なる行政

的デザインの発展を越えるかなり広範な目標を想定できる。また，ケーララ左翼政党は，民族

独立や自助コミュニティといったガンジーの理念の継承者の中に自分たちを考えているゆえ

に，ケーララの分権化は，略奪的グローバル化に抵抗する道具として意識的に考えられている42）

（Thomas Isaac and Franke, 2002:213）。

トーマス・アイザックとR.W.フランクは，ケーララの経験として７つの基本的要素を確認

している（Thomas Isaac and Franke, 2002:214-215）。

第１に，野放図な市場の成長でもなく，単なる支出の削減でもない計画の立案。民衆キャン

ペーンは，単なる無秩序な市場拡大ではなく，発展に向けて計画された形態を推進することを

目的としていた。

第２に，活動的で知識のある市民の存在と彼等による市民社会の強化。民衆キャンペーンは，

初期の推進力としての広範な市民社会に依拠する一方で，新しい市民社会組織の創設を試み，

既に機能している市民社会組織を活気づけようとした。

第３に，平等主義志向の再配分の実施。キャンペーンは，指定カーストのためのサブプラン

と指定部族住民のための独自のサブプランを考慮した。また，女性のエンパワーメント過程を

活性化しようとした。すべてのレベルで女性のために選出代表の３分の１を留保する国の政策

と結びついて，キャンペーンは男女間の態度に重要な変化をもたらした。これらの変化は，分

権化を民主化とだけではなく，エンパワーメントと平等性とも結びつけている過程にある。
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第４に，下からの計画立案と上からの計画立案の結合。ケーララの経験は４つのレベルでの

広範な計画立案活動を含んでいる。すなわち，grama（農村）パンチャーヤトあるいは都市近

隣地域,，ブロック，地区，そして州。政府のそれぞれのレベルは，適切と思われることに従

って様々な計画立案作業を行った。

第５に，企業（Corporation）ではなく協同組合（Cooperatives）の促進。ケーララの分権

化は，民間イニシアティブの役割を認めており，政府企業の民営化に機械的に敵対しているわ

けではない。しかし，民間の開発イニシアティブの強調は労働者の所有権のためである。小規

模の協同組合は，とりわけ低カースト労働者や女性に仕事を提供するよう工夫されている。

第６に，地域市場のための地域生産の保護。ローカルな協同組合はローカル市場のために生

産することを勧められた。傘，石鹸，洗剤，学校制服，一定の電気製品，伝統的薬品，農産物

はこうした戦略に役に立っている。しかし，ケーララのプランナーや活動家は，彼等が国際貿

易やWTO，IMF，世界銀行，ニューデリーの中央政府による諸決定の結果から彼等のコミュ

ニティを完全に隔離できないことを認識している。

最後に，環境面での持続可能性の追求である。

３．民主的共有権力の発展（ブラジル）

（１）参加型予算編成（PB）の現状と課題

1990年代以降，参加型予算編成（PB）は，民主主義とローカルな発展に関わりを持つ人々

にとって中心的な論争的主題であり，重要な革新的分野になってきた。約250の都市が現在

BPを採用している。その大多数はなおブラジルで行われているが，新たなその試みがペルー，

エクアドル，コロンビア，コノスール諸国，そして一部のヨーロッパ諸都市でも行われている

（Cabannes, 2004:27）。

BPはブラジルのポルト・アレグレにおいて本格的に開始され，導入・展開されてきた。こ

の都市のBP採用の歴史的・政治的背景，その制度的メカニズム，参加や民主主義との関連，

BPにおける市民や政党の位置と役割など政治的・社会的側面と意義について，筆者はこれま

でに簡単に論じてきた（松下，1994; 2004a; 2006b; 2006c 参照）。そこで，重複を避けながら本

稿と関連するBPの論点を中心に言及したい。すなわち，本節では，ポルト・アレグレのBP

をローカルなレベルで行われている権力共有型分権化の実験として取り上げる。

PBとは何か。まず最初に，PBの一般的視点と論点を見ておく。国立バイーア大学のセリー

ナ・ソウサ（行政学）は，ポルト・アレグレとベロ・オリゾンチで行われているPBに関する

研究成果から４つの主要領域（管理・運営，教育，政治，社会的変化）を整理し，論点をまと

めている（Souza, 2001:177-178）。

〔管理・運営領域について〕
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・貧しい人々が参加する都市運営（強調は筆者，以下同様）。

・予算資金の配分に関する共同決定を通じて，公的資源の共同運営についての持続的メカニズ

ム。

・政策というよりもひとつの都市運営モデル。

・社会的な財政運営の１過程。

〔教育的領域について〕

・すべての重要な地域アクター（市長，官僚，市議会議員，代議員，草の根運動，労働者党）

ならびにそれらの諸制度を含む教育的過程。

〔政治領域について〕

・不利な立場の人々を上からエンパワーする政策。

・民主主義をラディカル化する方法で，民衆の生活条件を改善し，市民権に関する意識を高め

るための政治文化を構築できる強固な政治意志の結果である。

・対抗ヘゲモニー型グローバリゼーションの今日的な１形態。

・代表民主制と参加を結合するひとつの方法。

・コーポラティズムや単なる審議を越えた市民社会の動員・拡大メカニズムによる代表民主制

の限界を克服する１手段。

〔社会的領域について〕

・極端に不平等な社会における希少資源のより公平な配分。

・市民生活を再建する革新的手段。

・住民の最貧層の諸要求を取り扱うために，ローカルな公権力と民衆組織，また社会のその他

の部分との関係の新しい形態。

・都市における「自発的結社の活動」の向上，およびコミュニティ組織と地域居住者間の関係

強化。

・資源配分に関する公平な決定手段

C.ソウサによる以上の論点整理に見られるように，PBをどのように考えるかは対象地域や

それぞれのBPの歴史的・政治的背景，現実的なその実践過程によって多岐にわたり幅広い。

本稿の課題との関連では，現在，ポルト・アレグレ市の参加型予算ネットワークと自治体財政

のアドバイザーであるイベス・カバネスのアプローチがとりあえず参考になる。

Y.カバネスは，PBに関する議論の前提となるアプローチとして７つの基準を挙げている。

それは，参加の形態，予算決定の最終的な機関，意志決定に関連する団体・組織，予算執行過

程の社会的統制，市民による要求の優先順位，審議に付される予算の割合と総額，形式化と制

度化の程度，以上の７つの基準である（Cabannes, 2004:28-29）。以下に紹介しておく。

第１は，「直接民主主義かコミュニティ・ベースの代表制民主主義か」（参加の形態）の基準
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（強調はY.カバネス，以下同様）。一つのタイプは直接民主主義である。すなわち，すべての市

民がテーマ別会議と地域及び地区の会合に直接参加する権利を有する。各参加者は投票でき，

代議員（delegate）あるいは評議員（councillor）として選出されることができる。市民は直

接そのプロセスを統制している。参加の第２の形態は間接的である。議論と意志決定は，社会

運動や地区組織，労働組合などの代議員やリーダーを通じて実行される。これはコミュニテ

ィ・ベースの代表制民主主義と呼べる。この両端の形態の間に，多くのBPのヴァリエーショ

ンがある。

第２の基準は，「誰が最終的な予算決定をするか」である。一般に，PBのすべてのヴァリエ

ーションは代表制民主主義に関係している。そこでは，市議会が参加型方式で予算を準備し，

最終的に（たまには初めに）予算承認に責任を負う。しかし，諸経験から判断すると，市民と

の単なる協議（consultation）―それによって執行機関と立法機関はすべての権限を保持して

いる―と熟議型（deliberative）経験―そこではPBの評議員の決定は実質的権限があり，市議

会によって支持される―の間にある。

第３に，「どの団体が意志決定に関わっているか」の基準がある。

多くのブラジルの経験では，また若干の他の経験によると，代表が選出され，そして彼等が

評議員を選ぶ。参加型予算審議会（COP），あるいはそれに匹敵する機関は中心的機関であり，

意志決定システム，資源配分の基準，総会の数，議題を決定している。加えて，COPは市議

会に提出する予算を決定的にする。

多くのブラジル以外の経験は，以前からの社会的あるいは政治的な枠組み（地区連合や選出

教区会議）の上につくられている。その結果は全く異なっている。COPのような構造により，

予算は革新的触媒となり，参加への焦点となり，その大衆的表現となる。対照的に，その過程

が従来の地域的枠組みの上につくられるとき，これらの構造の諸機能は拡大されるが，地域的

ネットワークは修正されない。多くのBPの経験はこれら二つの両端の間にある。

第４は，「予算が承認されたあとの諸活動の社会的統制と点検」である。予算が一度承認さ

れると，計画が実施される。このプロセスの形態には基本的な相違がある。事業の履行，透明

性，最終的な査察に対する公開入札過程を最終的に誰が統制するのか。執行機関による統制か

ら「地域」による統制まで幅がある。この段階で市民によって行使される統制の程度は，権限

が委譲された範囲を示している。

５番目の基準は，「都市ベースの参加型民主主義か，コミュニティ・ベースの参加型民主主

義か」とういう点である。これは市民によって優先順位をつけられた要求に関わる。大多数は

地域レベルでの生活水準の改善に目標を置いている。この場合の参加はコミュニティや地域に

限定されている。しかし，市レベルや町レベルの事業やサービスに目標を置いている経験もあ

る。これらの予算は，都市ベースの参加型予算として見ることもできる。なぜなら，都市全体
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で対話が起こるからである。

６番目の「希少性の管理か，公的資源の十全な統制か」は，審議に付される予算の割合とそ

の総額に関係している。重要な相違は，予算の１％以下が審議されている経験と，それがほぼ

100％に達する場合との間に存在している。

最後に，「形式化と制度化の程度」の基準に関しては，自治体あるいはナショナルなレベル

での命令，法律，規定を通じて，非公式から規定まで変化できる。多くの経験は「運動」と

「制度」との間のどこかにある。

このように，Y.カバネスはPBに関する議論のアプローチに関わる前提となる基準を説得的

に提示しているが，同時に，これまでの多くのBPの経験を整理し，今後，調整・発展される

べき課題を５領域（参加，財政，領域，規制／法律，政治）の19テーマに総括し，一般化て

いる（Cabannes, 2004:42-44）。前述のC.ソウサによる以上の論点整理は，あくまでもBPの定

義に関わる範囲にとどまっているが，Y.カバネスの整理は今後の課題をも含みより包括的であ

る。以下，この課題整理を列挙し，本論の主題との関連を論じることにする。

第１に，参加の次元について。

①予算の決定がどこで行われるか。予算に関してどの機関が意志決定権限をもっているのか

（強調は筆者，以下同様）。

②いかなる目的が参加型予算の基礎にあるのか（例えば，運営の向上か。市民社会と政府との

新たな関係の構築や新たなプライオリティーの確立か）。

③意志決定の社会的統制問題。予算の履行や事業の執行過程を誰が統制・強制するのか。

④直接参加か市民ベースの代表制か。

⑤専門家（NGOs，大学，国際機関，「外部パートナー」）の役割。

⑥排除されてきた人々の参加問題。

⑦自治体の評価・モニター制度について。

⑧ローカル・ガヴァメントの能力の訓練および強化の問題。

第２に，財政の次元について。

⑨公的資源の管理・統制問題。

⑩自治体財政と自治体予算の問題。

第３に，領域の次元について。

⑪分権化の程度問題。

⑫参加型予算は地区のためか，あるいは市のためか。

第４に，規制／法律の次元について。

⑬BPは経験的過程か，それとも規制的過程か。これは，「ボトム・アップ」か「トップ・ダウ

ン」か，またBP過程の制度化に関連する問題。
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⑭BPはどの程度形式化され，制度化されるべきか。

⑮部門別計画や開発計画，物理的計画と参加型予算の関連性。

第５に，政治的次元，ガヴァナンス，民主主義について。

⑯情報・コミュニケーションと参加型予算。

⑰立法権力と市議会議員の関係。参加型予算の政治的役割。

⑱参加型予算と参加型民主主義の諸類型。

⑲政治的取り込み，プロセスの官僚化，そしてプロセスの標準化やモデル化をいかに回避でき

るか。

（２）参加型予算編成（PB）における民主的権力共有の可能性

以上のY.カバネスの課題整理を踏まえて，ここで民主的権力共有の可能性という視点からポ

ルト・アレグレの若干の経験を検討してみたい。

まず第１に，政治的権力の共有とうい観念や発想の現代的な脈絡は，政治や政党政治の危機

の一面を反映している。同時に，世界的な分権化の流れとも共鳴している。Y.カバネスも同様

な認識を持っている。

「PBを実行した都市は，その政党文化を革新する興味深い方法を発見している。他方，

市民の最近の要求に対応している。これは，ローカル・レベルでの政治権力の建設と領有の

同時性を求めて，政治権力の共有――分権化の文脈での挑戦であるが――を必要としている。

政治的レベルで，参加型予算は一方で，共有された政治権力の上に構築された現代的ガヴァ

ナンスのビジョンと，他方で，普通，参加型予算を１要求と考えている社会的・市民的運動

の行為との間の積極的な緊張空間として現れている。これらの要求に直面して，諸政党は参

加型予算を累積された社会的債務の譲与や支払いと見ている。」（Cabannes, 2004:45）（強調

は筆者）

ポルト・アレグレのPBに対する見方は，前述のようにその力点の置き方により様々である

が，ローカルなレベルでの新しい政治権力のモデルであると考えられる。デ・ソウサ・サント

スは，「審議，コンセンサス，妥協によって決定に至るようにされた民主的制度のネットワー

クによる共有型政治権力モデル」（de Sousa Santos,1998:491）と考えている。

政治権力の共有を検討する際，当然のことながら，政権政党や主要政党の役割と機能が決定

的に重要になる。ブラジルの場合，20年に及ぶ軍事政権支配の中から新しく誕生した労働者党

（PT）の主導的役割と影響力を無視してはPBを考えることはできない。労働者党は多くの自

治体での統治能力を示したのみならず，大統領を当選させた。PTの影響は単に政治領域だけ

でなく，党内部の階級志向の性格を薄めつつ，中長期的に考えると，権威主義的・クライエン

テリズム型のブラジルの政治文化をも変える可能性を含んでいる。さらに，多様な草の根型の
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社会運動との結びつきを維持し，市民社会との対話のネットワークを創出した（詳細は松下，

1994; 2006b参照）。

他方，組織された市民組織や社会運動は，各レベルのPBへの参加の経験と実践的学習を通

じて，「主体の確立」と「政治的アイデンティティ」を強めていく機会を得た。市民社会の諸

アクターが国家からの自律性を維持できれば，「政党－社会運動の関係は制度構築と動員との

間の機能的シナジー」（Heller,2001:134）を生み出すことが可能なのである。この意味で,「ボ

トム・アップ」か「トップ・ダウン」といった問題設定は生産的ではない。また，同じく，

「制度と要求形成の緊張」ないしは「動員と制度化の緊張」，「運動か制度か」という種類の議

論はゼロ－サム的特徴をもっている。したがって，「組み換え型」制度の創出を提起するヘラ

ーの視点は注目すべきであろう。彼は，「より関係的・条件的見通しの中で発展の動的緊張」

に焦点を当てること，すなわち，「政治の変換可能性」を認めるている。代表性と参加，テク

ノクラシーとデモクラシー，公共財とローカルな選択，これらの間の微妙な均衡を創造的に制

御できる「組み換え型」制度の創出を考察することの重要性を提起している（Heller,2001:138）。

こうしたアプローチをポルト・アレグレのPBが現実化できるかは今後のその展開を見なけれ

ばならないが，ヘラーが注目した課題を提起していることは確かであろう。先に触れたC.ソウ

サによる論点整理やY.カバネスの今後の課題提起もヘラーの視点から検討される必要があろ

う。

最後に，２つの問題に触れておく。一つ目は，デ・ソウサ・サントスが提起した「テクノ官

僚制とテクノ民主主義」の問題である。技術的専門性はPB実践の本質的要請であることは言

うまでもないが，多くの文献はPBへの官僚の初期の抵抗を指摘している。しかし，彼は「技

術的問題と政治的問題，ならびに知識と権力の間の対立と調整は参加型予算編成の主要な特徴

の一つ」であると主張する。そして，「テクノ官僚文化が拡がっていたところで，次第にテク

ノ民主主義的な文化が現れてきた」（de Sousa Santos,1998:500）と判断している。「テクノ民

主主義的な文化」が拡がりつつあることは予想できるが，ケーララとの比較で，不十分さを指

摘する議論もある43）。

２つ目の問題は，「都市の新しい生産形態」とPBとの関係である。ネオリベラル政策とグロ

ーバル化の展開は，最近15年にわたる都市における飢えの拡がり，先例のない不平等，貧困

の増加，ローカルな生産ネットワークの破壊といった否定的な結果を生みだした。それは他方

で，マイクロクレジットや社会的通貨，prosumers44）や交換クラブに基づく諸制度や集団的購

入のような社会的連帯経済やインフォーマル・セクターからの広範なかつ革新的な反応を必要

としてきた。多くの場合，社会運動と転換の結果であるが，これらの新しい経済生産形態は，

ますます参加型予算過程に結びついている。彼等の要求が充足されるか否かの認識を越えて，

民衆部門の生産者がローカルな政治領域に対してどれだけ多くの統制をもてるかを知る必要が
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ある。都市の生産者が直接，市の利害を統制できる新しい機会がある。こうした革新は活動と

理論の視点から政治的領域と経済的領域との間の関係を再考する必要性を生み出してる

（Cabannes, 2004:45）。

Ⅴ　グローバル化時代の民主主義と国家の再編

１．開発主義国家と民主主義の問題

（１）ポスト開発主義国家に向けた国家・市民社会・民主主義の課題

開発主義国家を含め権威主義体制が崩壊し，民主化や民主主義の導入・定着をめぐる議論や

研究が広範に行われてきた（とりあえず，Shain and Linz,1995; Linz and Stepan, 1996参照）。

本章ではこうした議論や研究を対象としていない。権威主義体制以降における民主主義の問題

を国家再編と関連づけて，若干の理論的課題を簡単に検討するにとどめる。そこで，本節では

「国家の強さ」の実態の視点から「国家－民主化」関係を考えることの重要性を指摘し，次に

「民主化」過程における国家再編の１側面としての分権化問題に触れたい。

開発主義国家は，「国家の強さ」に関して二つの重要な概念上の問題を提起している。第１

に，それは，「国家の強さ」の問題に対し「構成的アプローチ」を取り，国家構造概念のより

差異化を発展させる必要を強調している。

NIEsの調整の経験は，調整の経済的困難と結びついた政治的影響を抑止し弱める能力と，

国際化過程に効果的に介入し，国内・国際環境における経済政策の結果に対する統制を擁護す

る能力，この二つが「国家の強さ」に統合されている。同時に，これらの諸要素の分析だけで

は「国家の強さ」のクロスナショナルな比較を正確にはできないことを示唆している。なぜな

ら，時代と問題別領域を越えた国家の役割と有効性の差異を考慮できないからである。1970年

代，80年代の経済的激変の最中に，韓国の軍事レジームが打倒され，革新され，文民政権が樹

立されたが，他方，多のNIEsでは国家と社会の既存の制度的連携の強さは，政治システムが

経済的変化と危機の試練を生き残るのを可能にした。しかし，同時期，韓国のコングロマリッ

ト・財閥は国家の注意深い監督とビッグ・プッシュのもとで，資本財と耐久消費財向けの世界

市場への参入を確実にする主導力を明らかに発揮した（Chu, 1989; 671-672）。

第２に，開発主義国家は，国家構造の多様な側面に一貫性を与える規則的論理を明らかにす

る必要性を強調している。共通点のない一連の制度的編成として単に国家を考えることに代え

て，歴史の発展過程のなかでその多様な側面の補完的関係に注目することにより国家の広範な

組織的構造に関する理解を広げることができる。たとえば，国家主導型の韓国国家は行政的に

は効果的であったが，同時に政治的には脆弱であった。それぞれの歴史的文脈において，組織

的・行政的要素と政治的要素の二つの構成要素は相互に補完していた（Chu, 1989; 672）。
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こうした国家構造概念の差異化を発展させる必要性，同時に国家構造の一貫性を維持する規

則性を解明することの要請は，民主化過程における国家の位置と機能の再考を示唆している。

たとえば，市民社会と民主政治の連続的発展を楽観視する論調もあった。すなわち，民主化過

程を権威主義国家に反対する新生市民社会の継続的で成功裏の闘争として解釈する傾向，ある

いは権威主義体制からの民主的的移行が必然的に国家権力の弱体化を伴うとさえ考えている見

解が見られた。

しかしながら，国家と市民社会との間のこの単純なゼロ－サム型の二律背反的見解は，様々

な類型の国家権力を区別できず，それゆえ体制移行期における国家建設あるいは再構築の問題

の重要性を無視することになる。ここで，前に取り上げた（第Ⅲ章参照）マイケル・マンの国

家権力の類型学は論点を明確にするのに有益である。専制的権力と基盤的権力の彼の区別に基

づき，近代民主制における国家は通常「専制的に弱い」が「基盤的に強い」。他方，多くの権

威主義国家は専制的にも基盤的にも強い，とマンは指摘する（Mann, 1993:3章）。権威主義体

制からの民主的移行は，国家の専制的権力の弱体化，市民社会における国家エリートと諸グル

ープ間交渉の日常的・制度的チャンネルの構築を伴うが，国家の基盤的権力には必ずしも影響

を与えない。言い換えれば，強い市民社会の発展とその結果，権威主義体制からの民主的移行

は，決定的な政治制度としての国家の弱体化と社会生活を規制する国家の役割の減少を必ずし

も伴わない。実際，国家の基盤的権力の維持は民主的移行と強化の時期に一層重要でもある。

なぜなら，国家は民主主義を作動させるために必要である一定のサービスを提供することを要

請されているのである（Wang, 1999:242-243）。

事実，民主化過程における国家の基盤的権力の過度の弱体化は，ある場合には，市民社会と

民主的強化にとって全く逆の状況に導いた。ギジェルモ・オドーネルは，民主的移行期の「法

としての国家」の破壊が実際，市民社会の衰退に導いたと主張する。市民社会において，共同

体組織と市民参加は「怒りの原子化」によって置き換えられた（O’Donnell,1993）。

多くの学者は民主的強化の過程での国家能力の再建を提唱した。多くの新しい民主主義の経

済改革政策におけるネオリベラル型処方箋の中心的誤りは，それがグループや個人の公的・私

的生活の両方を組織する国家諸制度の役割を過小評価していることである，と彼等は主張する。

維持されるべき民主主義にとって，国家は領土的完全さや物理的安全の保障，市民権の実効的

行使に必要な諸条件の維持，公的貯金の動員，資源配置の調整，所得配分の修正といった多く

の重要な責任を引き受けなければならない。新しい民主主義体制が直面する幾つかの危険は，

これらの任務を遂行する国家諸制度の無力さによっているとき，これらの新しい民主制の国家

は「単純に縮小されるというより再編成されねばならない」（Preworski et al.,1995:12 ; 邦

訳,1999）と，彼等は提案する。

有能な国家は市民社会の活力や民主的強化にとって必要であるだけでない。一定のメカニズ
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ムを通じて，強固な市民的組織生活の領域は，その効率性と責任性と応答性を高めることによ

っても国家諸制度を強化できる。パットナムの研究（Putnam,1993）は，いかに市民的組織が

効率的な公的制度と強く結びついていたのかを示している。積極的な社会勢力が新しい民主的

環境で国家の基盤的権力を強化できるメカニズムを探求しようとしている学者もいる。

新たな状況において，ある種の民主的コーポラティズム形態のメカニズムは議論の対象とな

りえる。政策立案と実施の過程で国家制度の外側に多様な社会グループを含めることで，この

種のコーポラティズム型の枠組みは，国家エリートと強力な社会諸勢力の制度的な相互依存の

ための領域を与え，それゆえ「委任主義と法規主義」から「協調」へと政策立案スタイルの転

換に役立つ。他のメカニズムは十分組織され，統制された政党である。民主的環境において，

強力な一貫した政党だけが社会集団や政治的問題を越えて広く利害を統合し，有権者に政治的

代案を作り提案し，そして選挙多数を獲得することで社会的要求を直接国家権力に結合できる。

これらの分析の基礎にある仮定は，これらのメカニズムを通じて市民社会内の支配勢力と国家

が経済的政治的改革の共通目標を達成する時にお互いにエンパワーできるということを示唆し

ているである（Wang, 1999:243-244）。ケーララとポルト・アレグレの経験は，変革志向の政

党の重要性を示していた。

（２）分権化と国家再編

次に，国家再編における分権化の意味に触れる。分権化は近年，とくに1980年代以降，多

様な意味合いをもって語られてきた。そして，実際，世界中の多くの国は重要な分権化の過程

を進めてきた。多くの要因がこの過程を推進してきたが，それには経済危機の時期における国

家の正統性を強化する必要性や国家を効率化しようとする願望，民主主義を押し進めようとす

る希望などによっていた（最近の比較研究としてはOxhorn, Tulchin, and Selee, eds., 2004）。

分権化による制度編成は，サブナショナル政府の法的地位，自治の範囲，特定の責任をとる

能力，説明責任のチャンネル，資源を決定する。分権化過程は政治的，行政的，財政的な領域

を持っている。分権化はナショナルな単位とサブナショナルな単位との間の，またサブナショ

ナルな政府と市民の間の権限の再配分を含み（政治的分権化），政府のレベル間の特定の機能

の割り当て（行政的分権化）を含み，そして各レベルでの税収の徴収や支出の履行に関する決

定（財政的分権化）を伴う。サブナショナルな政府の民主化のみならず，それが意味あるガヴ

ァナンス構造として機能するための十分な自律性と能力をもつ程度を考察することは特に重要

である（Selee and Tulchin,2004:302-303）。

分権化研究が暗示していることは，強い国家と強い市民社会が相互に強化でき，そうすべき

であり，また分権化は市民に対し国家をより応答的にし，説明責任を与えることで国家を強化

できるということである。これはまた，サブナショナルな領域を活力ある民主的参加の空間に
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することで新たな民主主義における「市民権の社会的構築」に関して重要な役割を果たせるこ

とをも示唆している45）（Selee and Tulchin,2004:295-296）。

ここで注意すべきことは，分権化はネオリベラルが好んで議論するように国家の縮小を必ず

しも意味する必要はないということである。分権化は国家をより効果的にする手段であり得る。

それは，グローバル化，「自由」貿易，構造調整，そして過度の民営化という最近の新自由主

義的猛攻に対する「積極的民主的国家」の戦略的対応ですらあり得る。民主的分権化は最も有

益で積極的な「国家－市民社会シナジー」を育てる可能性を持っている（Oxhorn, Tulchin,

and Selee eds., 2004）。

同時に，分権化が発展途上諸国を弱体化させ，民営化を通じて民衆の資産を売却する助けと

なるネオリベラルな戦略の一部である点は否定できない。にもかかわらず，それはまたもう一

つの開発のメカニズムと，それゆえグローバル化への抵抗手段にもなりうる。分権化の進歩

的・希望的要素がケーララとポルト・アレグレの経験に見られた。同時に，多くの途上国にお

ける分権化は地方エリートの再活性化を生みだしている。それゆえ，民主的要素に力点が置か

れなければならない。つまり，それは力強く積極的な市民社会組織によって支えられているゆ

えに民主的であり，その成功に真に関わる州レベルの政府に支援されているゆえに民主的であ

る。それはまた，実施に積極的な役割を果たすようになる数千の普通の市民の技術と理想主義

を引き寄せるゆえに民主的である。言うまでもなく，分権化を民主主義に単純に結びつけるこ

とはできないのである。

２．市民社会の発展と権威主義・コーポラティズム：その有効性から限界・危険性へ

（１）市民参加と分権化

多くの場合，市民社会組織はマニピュレーションや不信に満ちた実際の歴史的過程と条件の

もとで，「参加型ガヴァナンス構造」をつくろうとする政府の努力に疑いの目を向ける。さら

に，市民社会組織は，地域的エリートがしばしば参加型機関を取り込んだり，これらの機関に

参加できる彼等自身の市民社会組織を設立することでそれらを利用することに注意している。

市民と国家の間の新しい関係を構築する参加型諸手段の利用は，民主的ガヴァナンスを強化

するその潜在性ゆえに，注意深く検討すべき分権化の革新的結果の一つであるように思える。

同時に，多くのこれらの構造がその潜在能力を果たすのにどの程度成功しているかは明確では

ない。ローカル・ガヴァナンスに対する参加型アプローチについての３つの暫定的教訓がある

（Selee and Tulchin,2004:309）。第１に，民主的ガヴァナンスへの参加型アプローチは，それ

が上からの委任されるよりもローカルに開始される時に効果的に機能すると言われる。

第２に，参加型手段は，市民に対する「下向型説明責任」を持っている強い代表制民主主義

が既に存在している所でのみ巧く機能するように思える。代表制民主主義が弱いところでは，

立命館国際研究　19-1，June 2006

156 （ 156 ）



ガヴァナンスへの参加型アプローチはむしろ権威主義的なローカル・リーダーを強化する可能

性がある。

第３に，自治体政府はリージョナルな政府よりも民主的革新のより重要な場になった。これ

は部分的にはリージョナル政府が置かれた限界の結果であるが，しかし民主主義を深化させる

革新的戦略を持った経験に市民を空間的に近づける自治体政府がもつ可能性の結果でもある。

＜メキシコの「連帯」の評価＞

ここで，メキシコにおける全国連帯計画（PRONASOL）（以下，「連帯」）の教訓を思い起

こすことは意味があるであろう。これは，サリーナス政権（1988～94年）が「国家－社会関

係」再構築の試みとして1988年12月に発表した政策である。

メキシコは，政治的・社会的には1980年代中葉から市民社会の急速な台頭と活性化を経験

した。それと並行して，傾向的衰退過程にあった政権党である制度的革命党（PRI）による88

年の不正大統領選挙を直接的な契機として支配同盟内部の分裂が顕在化し，正統性の危機，ヘ

ゲモニーの危機が深刻化した。他方，経済的には80年代初めからネオリベラル型経済政策を

急速に取り入れていた。82年の対外債務危機は，それまでの再配分型国家介入主義を市場志向

型開発戦略に転換する出発点となった（詳しくは，松下，1996; 2002a; 2002b参照）。

サリーナス政権は「政治的生き残り」と新たな「同盟の構築」の課題に迫られたが，それは

グローバル化とネオリベラル型経済政策を掲げ，「市民社会」を前提とした戦略でなければな

らなかった。「連帯」政策は，いわば「ネオリベラリズムと市民社会の交差 」という状況の中

で提起され，実施されたのであった。こうして，「連帯」政策の特徴として次の諸点があげら

れよう。

第１に，プログラムの包括性（福祉，生産，地域開発）。

第２に，「新しい大衆政治」の企図。ボトムアップ型・参加型の言説。受益者の共同責任の

強調。社会的主体としてのコミュニティー自身が設立した連帯委員会の設立。

第３に，資金の政治的・選択的配分基準。

第４に，テクノクラートと「社会改良主義者」の結合。

第５に，「連帯」は，最低限PRIの伝統的権力構造の外側で政治基盤を確立するサリーナス

の重要な要素であり，メキシコの経済改革を制度化するのに必要な政治的安定を確保するこ

とが要請された。

第６に，「連帯」の目的は，「新しい制度と同盟の基盤の上にメキシコの強力な中央集権的大

統領制を再構築」することにあった。これはネオリベラル型プロジェクト成功の鍵であった

が，制度的枠組みを犠牲にして人格的専制支配をもたらす危険性を持っていた。

結局，サリーナスは「連帯」を通じて，従来のPRIの伝統的権力構造の外側に支持基盤を創
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出するため，「参加」や「自立」，「ボトムアップ」といった言説を活用し，また「社会改良主

義者」を取り込んで「国家－社会関係」を再構築しようとした（詳しくは，松下，2001c）。

（２）分権化の両義性

1980年代初頭以来，行政的分権化には３つの主要な形態がある点では一致がある（Cohen

and Peterson 1999:29; World Bank 2000:108）。最も弱い形態は脱集権化（deconcentration）

で，そこでは関連する省庁が一定の意志決定権限をリージョナルあるいはサブリージョナルな

機関に移転している。deconcentrationは，しばしば空間的分権化に関連している。今まで，

deconcentrationは途上国で実施された主要形態であった（Cohen and Peterson 1999:25）。ケ

ーララの民衆キャンペーンは，ローカルな関連部局の官僚からローカルに選出された民衆の代

表に権限を移転することでdeconcentrationを不必要にした。delegation（権限委任）は，特

定の課題のために政府権限を半自立的あるいは独立的な組織（国家所有企業，公益事業，ある

いは民間企業）に移転する行為に関連している。ケーララの分権化はdelegationを利用してい

るがそれだけに特徴づけられない。devolution（権限委譲）は最も包括的・実質的な分権化の

形態である。ここでは，権限は自立的あるいは半自立的なローカル・レベルの政府に委譲され，

計画を策定し，決定を行い，歳入を高め，職員を雇用し，諸活動をモニターする権限が彼等に

与えられる（Thomas Isaac , and Franke, 2002:197）。

ケーララの民衆キャンペーンは，権限委譲の規模に対応する必要な制度的改革を実行するた

め下からの圧力を生み出そうともした。事業の成功に決定的なことは，新しい民主的市民文化

の育成であった。こうして，分権化は単なる行政改革過程で終わるのではなく，大衆動員と民

衆政治の目的となった。ケーララの事例において，「民主的分権化は自立のための大規模な闘

争の一部であり，大衆参加を通じて人々がもっとも鋭く感じているニーズを充足させる試みで

ある。ケーララの分権化経験が示す激しい参加型で活動的でエンパワー型の性格は，どこにお

いても民主主義を主張する人々によって研究する価値あるものにしている」（Thomas Isaac

and Franke, 2002: x iii）。

しかし，他方，分権化の導入の現実は様々な問題を浮き彫りにしている。フィリピンでは，

７万以上の政府従業員がローカルな政府に再配置されたが，深く確立されたローカルな権力ブ

ローカーが中心的な受益者であったようである。フィリピンは明らかに説明責任や透明性をも

たない「分権型腐敗」であった（Thomas Isaac and Franke, 2002:199）。

説明責任の向上は，本来，腐敗・汚職を減少させるはずである。腐敗の減少は良い公共サー

ビスを提供する。ポルト・アレグレの民衆予算は，ある観察者によって「クライエンテリズム

から協力」（Abers 1998）への動きとして記述された。クライエンテリズムは腐敗の同義語で

ある。分権化の文献は腐敗に関してわずかな関心を示しているにすぎない。分権化が腐敗と結
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びつくことは途上国ではまれではない。腐敗は実際ローカルなレベルで一層起こりがちだと主

張する研究者もいる。ローカルな利益集団からのサービスの要求は一層直接的である。ローカ

ルな官僚は，彼等の協力が期待されているクライエント型ネットワークにより一層関係しがち

である。政治家と官僚の区別はローカル・レベルでは発展していない。フィリピンの分権化は，

本質的に「腐敗の分権化」であったという厳しい指摘すらある（Thomas Isaac and Franke,

2002: 201-202）。

インドネシアにおいて，分権化は主としてスハルト体制崩壊と民主制への混乱した復帰の後

に，国を一体化しておくための緊急的措置として追求された。全国的指導者は分権化を国家や

自分自身の正統性回復の手段として考えていたのである。また，この国の分権化は，州レベル

を迂回した権限移行を通じて市町村のようなより下位レベルの自治体の地方エリートの強化を

もたらした。同時に，財源や資源の有無により豊かな自治体と貧しい自治体との地域格差拡大

の問題が生まれている。IMFや世銀がこの分権化を進める意図としては，国家の規制を回避し

て直接地方の資源を確保しようとすることにある。（Hidayat and Antlöv,2004）。

フィリピンやインドネシアの事例が示しているように，分権化はローカル・レベルでの市民

のエンパワーや彼等の生活向上に直線的には結びつかない。むしろ，権威主義支配の飛び地

（例えば，フィリピン，インドネシア，メキシコ，ケニアのローカルな有力者）は，しばしば

中央の権威主義体制の産物であった。この体制はローカルおよびリージョナルなエリートを通

じて権力を維持した。選ばれた政権はガヴァナビリティを確保するためにサブナショナルな権

威主義体制との協調関係を維持してきた。その結果，市民的・政治的権利は社会内で不均等に

配分される傾向にある（Selee and Tulchin,2004:310）。

しかし，これは逆に，ある場合には，市民社会組織の能力を増加し，自発的結社の自律性を

維持し，法的制度を強化し，資源消費に責任を持つサブナショナルな政府を維持するナショナ

ルな政府の努力が，ローカル・エリートの支配を掘り崩ずし，市民社会の強化を助けるために

必要であることをも示している（Selee and Tulchin,2004:310）。

３．政治改革における相互エンパワーメントの限界

（１）相互エンパワーメントと自律性

国家と社会との相互に補強する諸関係にとっての必要条件とはなにか。この問題は相互エン

パワーメント議論の最も弱い点であると言われている。シュー・ワン（Xu Wang）はこの問

題についても以下のように適切な整理とコメントをしている。

前述したように，メキシコにおける農村開発の事例は，権威主義国家であっても一定の環境

の下で，政治改革を実行するため社会諸勢力との協力が可能であることを示している。一方で，

国家は好ましい政治的構造を提供し，自律的組織を積極的，直接的に促進して活力ある市民組
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織を育成できる。他方，一定のメカニズムを通じて，活力ある市民組織は国家の実効性を高め

るだけでなく社会的要求へのその政策的応答性をも増加できる。こうして，権威主義的環境に

おいて急速な相互エンパワーメント過程が，最終的に権威主義国家からの民主的移行へと導く

ことが可能になる。そこでは，国家の専制的権力は解体し，他方国家の基盤的権力は維持ない

し強化される。

にもかかわらず，政治改革において社会勢力と国家との協力は相互エンパワーメントの限界

をも明らかにしている。国家は絶えず基盤的権力のみならず専制的権力をも拡大する傾向にあ

ることを忘れるべきではない。国家の専制的権力への傾斜とそれを実現する機会は，「国家だ

けが一貫して領域的に集権化され，この組織形態を必要とし，イデオロギー的・経済的・軍事

的権力アクターが・・・十分に発揮することのできない有益な社会的機能を実現する」

（Mann,1993:59）という事実に由来する。基盤的権力と専制的権力は分析的には別個のもので

あるが，強力で自律的市民社会からのチェク・アンド・バランスなしには，国家は基盤的権力

を専制的目的に変容する潜在的危険性が絶えず存在する。国家と社会勢力が集合的目標を達成

するためお互いに深く関連するとき，この可能性は増加する。国家が多元的な市民組織の設立

や組織化，融資を支援するとき，同時に彼らの取り込みや私物化，従属，統制も生じやすいの

である。

他方で，市民社会が民主主義を促進するその多元的役割を果たす能力は，決定的に国家から

のその自律性に依拠する。全面的な自律性は，諸要求や統制に向けた国家へのチャンネルを維

持することを不可能にするけれども，市民社会がひとたび完全に国家に取り込まれると，短期

的な相互エンパワーメントは，結局，国家コーポラティズムに必然的に向かう。（Wang,

1999:245）。

相互エンパワーメントの別の限界は，国家－社会関係の別の側面からも生じる。一般に，国

家と社会との相互エンパワーメントが語られるときには，しばしば多様な社会勢力内での規範

的コンセンサスや客観的共通利害の存在を予め想定している。しかしながら，ミグダルは「多

様な社会勢力は必ずしもいつも集合的・包括的ではなく，基本的理念のヘゲモニーに導く」

（Migdal,1994:28）と指摘する。彼らは多様な領域で異質な闘争に関わる。この場合，ある程

度の相対的自立性はそれが公的利害の代表としての役割を取るために必要になる。国家の自律

性がなければ，国家と極めて断片化した市民社会との深い連動は，国家機関の「バルカン化」

ないしは個々の役人と利益追求の社会グループとの間のレントシーキングな協力に向かい易

い。それゆえ，「一定の条件下での国家と社会諸勢力との相互作用は，公－私の大分割に侵入

し，相互エンパワーメントに向かうかもしれないが，一定の自律性は相互略奪の罠を回避する

ため国家と社会の双方にとっても必要とされる。あまりにも大きい自律性とあまりにも大きい

従属とのダイナミックなバランスを如何に維持するかは，相互エンパワーメントにとってのい
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まだ未解決の問題である」（Wang, 1999:245-246）。

（２）ハイジャックされるローカリズム

ここで再度，分権化を国際的な文脈の中で取り上げ，その一面を再考してみよう。

南の多くの人は，安価な労働と天然資源への一層のアクセスを得るために，途上国世界を弱

体化するより大きなスキームの一部であるとして分権化を疑っているとしても驚きではない。

支配のための北のキャンペーンは，二つの主要な段階を通じて起こったとトーマス・アイザッ

クとフランクは主張する。

第１段階（1970-1992年）は「債務の罠から構造調整へ」と特徴づけられる。1978年から

1992年に，70以上の発展途上諸国が IMFと世界銀行に押しつけられた566の「安定化」政策

と構造調整プログラム（SAPs）に従わされた。

第２段階は，「自由貿易と萎縮する非民主的な第三世界国家」である。1989年はじめ，世界

銀行は「債務国内のガヴァナンス評価はその管轄権内である」と主張し始めた。SAPsを通じ

て，発展途上諸国はその最貧の市民の保護を縮小するよう命じられていた。この状況を，リチ

ャード・フォークは「略奪型グローバル化」が国家と社会の間で形成された従来の社会契約を

侵食してきた（R.Falk 1999:3），と述べている（Thomas Isaac and Franke, 2002:210）。

それでは，分権化はSAPsと，またWTOとどんな関係があるのか。分権化もSAPsもWTO

もすべての過程はほぼ同時に導入され，同じ北の機関から拡がってきた。USAIDのコンサル

タントは次のように述べている。分権化は「構造調整下の諸国で」起こっており，「そこでは

世界銀行のような融資機関が改革過程で重要なパートナーであり，多くの場合，その推進力で

ある」。SAPsやWTOの自由貿易のルールは，本質的にそのトップでは途上国の国家を乗っ取

っている。国際諸機関は集権化し，グローバルなレベルでは少なくとも部分的に国民国家の自

立的特権であったことを支配している。この北の世界が任命した官僚の手に国際的経済権力が

集中していることは，今日，「グローバル化」と言及されていることの本質である。分権化は

底辺からの侵食で途上諸国を弱体化させている。この侵食の１要素は民営化であり，それは分

権化のdelegation（権限委任）形態の特殊な構成要素と考えられている。メキシコにおいて，

世界銀行／ IMFモデルにより1555の政府所有企業の80％以上が1980年代のSAPs期に売却な

いし解散された。その結果，数万の職が消滅した。

分権化は国家の責任を下位レベルの政府に移転することで，SAPとWTOのシナリオにおい

てさらなる役割を果たしている。これは，SAPsの中心的要素である政府支出削減を想定され

ている。それはまた，下位行政レベルを民衆の抵抗の目標にすることで，中央政府に対する一

定の危険をそらせようとしている。また，それにより全国的キャンペーンをつくる反対運動の

能力を弱めようとしている（Thomas Isaac and Franke, 2002:211）。
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こうして，分権化は民主的社会や社会の平等化を単純に保障するものではない。多くの北の

世界の分権化も，「ポスト福祉アジェンダ」のスローガンのもと，貧民への政府支援を縮小し，

公的部門を削減する保守的試みに導かれている。分権化は貧者や民族的マイノリティ，女性の

利益を促進する自動的なメカニズムではない。サブナショナルな単位のためのより大きな財政

的自立は地域的不平等を増大しやすい。なぜなら，裕福な地域は課税を高め，よりよいサービ

スを提供できるからである。より裕福な，それゆえ移動可能な世帯はこうした地区に移る傾向

がある。合衆国で見られるように，「分権化はこうして人種差別を促進する」ことすらある

（Thomas Isaac and Franke, 2002:207）。

対照的に，前に述べたようにケーララの経験は，保守的分権化への代替として民衆の参加型

民主主義を促進している。それは，「効果的参加」，「エンパワーメント」，「意識化」，そして

「集団行動」といった言葉で呼ぶ内容を含んでいる。

（３）社会資本とパートナーシップ論の落とし穴

ローカルな発展と結びついて，ソーシアル・キャピタル（Social Capital）概念が注目をあ

びてきたこと，そして最近のその議論が社会資本を民主的ガヴァナンスや持続可能なガヴァナ

ンスにも結びつけるようになっていることは既に述べた（Ⅲ章５）。

社会資本概念については，その理論化も理解も十分に行われていないが，開発論の内部で重

要な分析概念，政策ツゥールになった。第１に，社会資本を本質的にローカルな発展に導くロ

ーカルな資産として考える論者がいる。第２に，社会資本は開発の成功に決定的であり，それ

ゆえ諸政策は，「社会資本を構築し」，「市民社会を厚くする」ように試みるべきだとする視点

がある。また，マクロ政策レベルで，世界銀行は社会資本を広範な開発イニシアティブの基盤

と考えている。その政策は，民間部門と国家と市民社会の間の幅広い基盤に基づく参加とパー

トナーシップを目的としている。世界銀行の政策において比較的にまだ新しい組織概念である

が，社会資本は「社会的基金」（Social Funds）の設立を正当化するのに使われた。「社会的基

金」は全般的貧困緩和と構造調整プログラムの厳しい結果を抑えるための既存の政策的手段と

なった。1986年ボリビアで始めて以来，今までにアフリカとラテンアメリカの30ヶ国をカバ

ーしている。当初，資金はNGOsを通じて与えられた（Mohan & Stokke, 2000:255-256）。

しかし，他方で，最近は，腐敗した国家アクターの行動や民営化スキームの失敗を説明する

ため，社会資本概念に関する状況が変わってきている。すなわち，ローカリズムに関する問題

との関わりで，社会資本への根強い批判がある。この点をG.モハンとK.ストックは以下のよ

うに述べている（Mohan & Stokke, 2000:257-258）。

第１は，パットナムの研究で，地域は「経路依存（path dependency」に閉じ込められてい

る。その社会資本の最初のストックは繁栄の自己達成サイクルをどのようにして教え込まれる
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のか。成功しなかった地域は発展のための適切な社会資本が単に欠けていたか，あるいは欠け

ているというのがそのコロラリーである。社会資本の概念はローカルな発展についての一層の

微細な理解を提供するであろうが，それは現実には「融通の利かない決定主義」への因果関係

になる。

第２に，この文化内在主義から，社会資本を育成あるいは破壊する国家の役割を無視する傾

向が生まれる。エヴァンスが提起した「国家－社会シナジー」に見られるような他の形態の政

治組織や国家の役割への関心に欠けているのである。メキシコの事例でフォックスが主張して

いるように，彼は国家の役割に焦点を当て，市民社会を「厚くし」，「権威主義レジーム下での

社会資本の不均等な現れ」を説明する方法を理論化している。彼はこの不均等を，社会資本を

育成し，あるいは解体する国家の意思と能力，ローカルな政治アクターの情況的戦略，集団的

行動を可能にしたり，不可能にする他の諸組織の影響，以上の相互作用に求めた（第Ⅳ章１）。

同様に，ケラーラの場合，社会資本形成と国家との密接な結びつきがあることを示している。

ケラーラにおける高いレベルの社会開発と再配分的改革は，民主的な州と良く組織された労働

運動との相互強化の産物でもある。

「国家－社会」関係の民主的再構築にとって「国家－社会シナジー」の理論的・実践的有効

性や「社会資本」概念の積極的意味を認めつつも，無条件な楽観的評価に陥ることはできない

のであり，具体的諸条件の中で諸要因の相互作用を注意深く分析する必要がある。

そして，この関係の民主的再構築の基本的前提として，「市民社会」の民主化が基本的推進力

となる。

４．グローバル化時代における国家性

（１）グローバル化と国家性

エヴァンスはグローバル化と国家性，そしてアングロ・アメリカ型イデオロギーのグローバ

ルな覇権の関係について以下のように興味深い分析を展開している（Evans, 1997:63-64）。

発展途上世界では，大部分はアフリカで劇的であるが，最悪の制度的崩壊と言う意味で，国

家の実際の失墜（eclipse）が起こったところもある。崩壊の脅威がなかったところでさえも公

的な制度能力の侵食が進行中であるようにさえ思える国もある。こうした現象は，逆説的だが，

「1960年代以上に，90年代には国家を無視することがずっと困難になった」（Evans, 1997:63）

ことを意味している。

国家の位置に関する理論的視座は，実際の歴史的変化から分離できない。今日，アングロ・

アメリカ型イデオロギーを前提する無制約なヘゲモニーは，グローバル化が国家の失墜を伴っ

ていると見られていることを含めて，近年のグローバル経済の特殊な性格を形成している極め

て際だった力の一つである。それゆえ，国家の不在状況（statelessness）はアングロ・アメリ
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カ型政治文化としてもはや単純に扱われるべきではない。それは支配的なグローバル・イデオ

ロギーであり，潜在的な制度上の現実として扱われなければならない。したがって，国家の失

墜の可能性の問題，そしてこうした制度的シフトの結果が何であるのかは優先的問題である。

エヴァンスは，国家の失墜がありそうにもない可能性であると主張する。そして，この失墜

の言説が行っていることの意味を問うている。この言説は，国家能力の正真正銘の危機への対

応を否定的，防衛的にすることである。このことの危険性は，国家が周辺的な制度として終わ

りになることではなく，国家の役割を組織する一層悪質な抑圧的方法が，公的制度の崩壊を回

避する唯一の方法として受け入れられる結果になることである。失墜への重大関心事は，国家

能力の増大となる積極的な可能性への考察を失わせている。

エヴァンスは，国家性へのグローバル化のインパクトを観察することから初め，グローバル

化の構造的論理とグローバル経済の最近の歴史が，それゆえ「高い国家性」および「低い国家

性」に理論的説明を与えるものとして読まれることができる，と論じる。彼の主張は次のこと

である。すなわち，経済的グローバル化と低い国家性を結びつけている明確な論理の欠如は，

グローバル秩序の規範的・イデオロギー的側面を，グローバル化が国家性に影響を及ぼす決定

的要素にしているという点である。

次に，彼は国家性に関する最近の理論的視点に移る。これらの視点は，現代のグローバル秩

序の性質，およびこの秩序の政治的・イデオロギー的特徴の影響力ある形成者を洞察する源泉

であると主張する。

最近30年間にわたる多国籍な経済関係の比重拡大と性格の変化は，国家の行動に対して新

しい，より強制的な文脈を生み出した。この構造的変化の政治的影響は，アングロ・アメリカ

型イデオロギーのグローバルな覇権の拡大によって導かれてきた。最近のグローバルな秩序に

おいて，国家のユニークな政治的地位は，国際領域での経済的に最もエンパワーした「市民」

が多国籍企業であるという事実に対して均衡を取らなければならない（Evans, 1997:65）。

このグローバル化の諸過程は確かに，広く認識されている国家権威の「蒸発（evaporation）」

となっている。しかし，この結びつきは，国家が最初に出現したようには明白ではない。国家

は貿易への一層の依存という単純な事実によって失墜させられない。既存の国家を横断する戦

略は，一層の貿易への依存が国家の役割の縮小よりも拡大に結びついていることを示唆する。

さらに，最近30年の最も経済的に成功した国家を見ると，高い国家性がグローバル化した経

済において競争上優位な立場にあることさえ示している（Evans, 1997:67-68）。

本稿の第Ⅰ章で検討したように，東アジアは高い国家性とグローバル経済の成功との間の積

極的結びつきの可能性を示している。もしこうした積極的な結びつきが存在するとすれば，国

家の制度的中心性がグローバル化と両立しないという最近普及している信念は，最近のグロー

バル秩序のイデオロギー的特徴の点から説明されなければならない。
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そこで，エヴァンスは最近のレジームの特徴を「埋め込まれたリベラリズム」46）と比較しつ

つ３つの点をあげている。第１に，なによりも経済的利益が主権から独立して考えられうる程

度である。第２に，アングロ・アメリカ版イデオロギーの指針がヘゲモニーを握り，それは潜

在的な政治的不安定性への不安によってかなりの制約を免れていることである。最後に，「埋

め込まれたリベラリズム」と異なり，最近の規範的レジームは金持ちと同様に貧しい人たちに

も適用すると想定されている（Evans, 1997:69-71）。

グローバル化は，国家が経済的イニシアティブを行使するのを一層難しくしている一方で，

効果的な国家行動からの潜在的報酬と無能力性のコストの双方を増大させている。最近のグロ

ーバルなイデオロギー秩序の特別なプリズムを通して見たときにのみ，グローバル化は論理的

に国家喪失状態への動きを伴う。このグローバルなイデオロギー秩序は，グローバルな支配的

アクターの偏見とイデオロギーから，また同様に諸勢力の一定の論理からも成長する（Evans,

1997:73-74）。

最後に，エヴァンスは国家性の将来について次のように語っている。全体として，これらの

議論はグローバルな政治経済の将来において，国家が持続的な役割を果たすことを期待するこ

とにつながるが，こうした結果は当然のこととは思われない。

「グローバル化時代における国家性の将来の見通しについて何を言えるだろうか。ひとつの

道理にあった楽観的仮説は，イデオロギー的振り子の回帰に見える。・・・問題は，この振

り子が国家行動の様々な形態や戦略の相対的有効性に関して累積されたグローバルな経験に

ついて冷静な分析を反映できる地点に据えられるようになるかどうかである」（Evans,

1997:82-83）

（２）国家性の多様なイメージ

近年，言うまでもくグローバル化の衝撃，それに連動した「国家の中心性の拡散」には凄ま

じいものがある。ヘルドはグローバル化の挑戦として以下の６つの特徴をあげている（Held

and Archibugi, eds.,2003：邦訳159-164）。

第１は，超領域的な重複型権力ネットワークの誕生である。

第２に，実効的権力の中心は，もはや，単純に国民型政府であるとは言えない。それは，公

私のいずれを問わず，ナショナル・リージョナル・インターナショナルなレベルの多様な諸力

と諸機関によって共有され，交換されている。

第３に，国民的と国際的とを問わず，既存の政治制度は３つの重大な制約と政治のギャップ

によって弱体化している。すなわち，「管轄権ギャップ」，「参加ギャップ」，「インセンティ

ブ・ギャップ」の３つである。

第４は，以上の政治的乖離に「道徳的ギャップ」が複合化している。

発展途上国における国家の可能性再考（下）（松下）

（ 165 ） 165



第５に，それなりに個別の国民的コミュニティと経済システムから，それぞれが，リージョ

ナルな，またグローバルな次元で，もっと複雑で多様な網状の構造へと移行している。

最後に，「文化的ナショナリズム」が人々のアイデンティティの中心である状況は，これか

らも簡単に変わらないであろうが，「政治的ナショナリズム」はグローバル化した時代の政治

的課題に応える志向を強める。すなわち，重複型運命共同体と多次元的多層政治を特徴とする

国際的，ないしはコスモポリタン的志向が要請される。

以上のヘルドの認識を前提にして，ここで注目したいのは「ヘテラーキー（Heterarchy）」

という観念である。

変容論者47）のグローバル化に対する見方は，国家を「容器としての国家」としてよりも，

「フローの空間としての国家」が適切なメタファーであるという（McGrew,2000）。A.マッグル

ーは，「グローバル化には多層型グローバル・ガヴァナンス化という構造転換が内包され」て

おり，国家もグローバル化のなかで国民型政府の権力と権威の再配置が起こっていると認識し

ている。そして，現代の世界体制に関連して，アナーキー的世界よりも「ヘテラーキー」の状

況にあると分析する。結局，彼によると今日の国家の「権力移動」は次のようになる。

「ウエストファリアの指令型で統制型の国家観は，再帰型国家あるいはネットワーク型国家

に変わりつつある。再帰型国家は，グローバル，リージョナル，トランスナショナル，ロー

カルな支配とガヴァナンスのシステムの交点で自らの権力を再構成しようとしている。」

（McGrew, 2000:邦訳182）。

それでは「ヘテラーキー」現象とはなにか。マッグルーは「政治的権威がガヴァナンスの多

層間で共有・分割され，多くの諸機関がガヴァンアンスの課題を共有しているシステム」

（Held ed.,2000:163：邦訳184）と定義する。

今日の世界がアナーキカル・ソサエティから「ヘテラーキカル・ソサエティ」への移行期に

あるとのこの認識は一応肯定できる。国際機関，企業，NGOなどの国家以外のアクターが世

界政治において果たす積極的な意義はいうまでもないが，近年の特徴は，それらのあいだの自

立的な協力形態としてのネットワークの急速な発展である。国家が権威の独占を主張する時代

ではなくなりつつあるが，これらのアクターが権威を有するまでに至っていない。ヘテラーキ

ーは「ネットワークというユニットと多様な権威の存在」によって定義づけされている（三浦，

2003参照）。

（３）下からの民主的なガヴァナンス

「ヘテラーキカル・ソサエティ」において，ガヴァナンスの観念とこの観念の基礎にある発

想が重要である。象徴的には「ガバメントからガヴァナンス」である。ガヴァナンスの観念の

有効性を認めるとして，それではどのようなガバナンスの構築が目指されるのか。

立命館国際研究　19-1，June 2006

166 （ 166 ）



まず，このガヴァナンス観念が普及する背景と意味合いについて簡単に確認しておこう。

1990年代，西側の政府はグッド・ガヴァナンスに関心を示し始めた。なぜだろうか。まず，

ガヴァナンスへの関心とその拡がりの背景について見ておこう。レフトウィチは，グッド・ガ

ヴァナンスの意味合いとその拡がりの契機を次のように述べる。

グッド・ガヴァナンスの観念には幅広い２つの意味があった。第１の意味は，世界銀行と結

びついた限定的な使われ方であり，おもに行政的・管理的意味でガヴァナンスを解釈するため

に使われた。第２は，西側の政府やOECD，UNDPと結びついたより政治的な意味合いの使

い方である。それは健全な行政への関心を含むが，同様に競争的政治や一連の伝統的な非経済

的価値（平等，ジェンダー・バランス，法の支配の尊重，社会的・文化的・個人的な寛容）の

強調をも伴うようになっている（Leftwich, 2000:108）。

また，グッド・ガヴァナンス観念の拡がりには，主に４つ契機があった。構造調整に基づく

貸付，西側における新自由主義（あるいは新保守主義）の支配，共産主義体制の崩壊，そして，

途上国世界や東ヨーロッパにおける民主主義運動の発展である。

他方，J.ピエールとB.ガイ・ピーターズはガヴァナンス観念の普及を次のようにより広い文

脈で論じている（Pierre and Peters, 2000:50）。

ガヴァナンスは1990年代，政治的スローガンとなった。多くのサブ領域や政治的－行政的

文脈における実践家や政治学者は，「国家の能力や国家－社会関係についての新たな思考様式」

としてガヴァナンスの観念を採用するようになった。IMFや世銀とともに，国連は第三世界の

新たな改革目標として「グッド・ガヴァナンス」を推進する大規模なキャンペーンを開始し

た。

都市政治分野で，イギリス経済社会研究評議会（ESRC）は「ローカル・ガヴァナンス」に

関する大規模な研究プロジェクトを展開した。政策分析において，政策ネットワークに関する

従来の多くの支配的文献が再定式化され，ガヴァナンスの枠組みに再解釈された。EUに焦点

を当てた最近の多数の研究は，ローカル，リージョナル，ナショナル，そしてトランスナショ

ナルな諸組織間の関係に関する「協議型性格に基づく多次元型ガヴァナンス理論」によって行

われた。

さらに，国際関係では，「グローバル・ガヴァナンス」への関心が急速に拡がってきた。最

後に，政治経済学において，公－私交換は「ガヴァナンス」と考えられるようになり，広範な

研究プロジェクトから得られた多くの研究は，経済の調整的部門のなかで政府の役割を考察し

た。

こうして，「ガヴァナンスは社会の変化によって重要になってきたし，新たなガヴァナンス

は現代国家を現代社会に結びつける戦略であると我々は認識している。この点で，ガヴァナン

スに関する最近の思考は，国家や国家－社会関係についての従来の概念化とはきわめて異なっ
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ている」（Pierre and Peters, 2000:51-52）。

さらに，彼等はガヴァナンスへの関心の増大の契機として次の背景を指摘している。①国家

の財政的危機，②市場へのイデオロギー的変化，③グローバル化，④国家の失敗，⑤ニュー・

パブリック・マナジメント（NPM）の高まり，⑥社会的変化と複雑性の拡大，⑦ガヴァナン

スの新しい源泉，⑧伝統的な政治的説明責任の遺産，以上の８つである（Pierre and Peters,

2000:52-67）。

上に述べたことからもわかるように，注目すべきことは，ガヴァナンス観念がその意味と使

用法において多様であると同時に変化していることである。この認識は途上国にとって重要に

なる。その意味と使用法については５つぐらいにまとめることはできる。「最小限国家として

のグッド・ガヴァナンス」，「コーポレット・ガヴァナンスとして認識されたガヴァナンス」，

しばしば「ニュー・パブリック・マネジメントと考えられているガヴァナンス」，「社会的－サ

イバネテック型システムとしてのガヴァナンス」，「自己組織化ネットワークとしてのガヴァナ

ンス」である（Rhodes,1995:2-10;Leftwich, 2000:117より引用）。

ところで，途上国との関連でグッド・ガヴァナンスについて画期となったのは，1989年の世

界銀行の報告である。それは，「アフリカの開発問題に横たわっている」ガヴァナンスの危機

を強調していた（World Bank,1989:60）。この報告の後，短期間に多くの諸機関から様々なニ

ュアンスを帯びたガヴァナンスについての見解が発せられた。

これらのガヴァナンスの使用法にはかなりの重複があるが，中心的論点は単なる効率性の向

上ではなく，経済と社会における国家の諸活動の役割，範囲，射程の変容，そして従来は国家

の責任と考えられていたサービスの提供における公－私区分の消去にあった。このことは，ガ

ヴァナンスをめぐる問題が1980年代の西側政府がすすめるネオリベラル的関心と結びついて

いたことを示している。しかし，世紀末までにはこの観念は必ずしも保守的な意味合いを持つ

ものではなくなった。

現在，「民主的グッド・ガヴァナンス」48），「下からのガヴァナンス」，「ローカル・ガヴァナ

ンス」，「重層的ガヴァナンス」等々，多様なガヴァナンスが追求されている。グローバル化の

挑戦と「国家の中心性の拡散」を反映して，ガバメントからガヴァナンスへの権力と権威の移

動が進んでいる側面もある。そうした時代状況のなかで，市民社会の民主化を前提として，

NGOや社会運動が「グローバル，リージョナル，トランスナショナル，ローカルな支配とガ

ヴァナンスのシステムの交点で自らの権力」を下から再構成するプロジェクトが今後の民主的

な世界秩序構築の鍵となる。とくに，ローカルなレベルでの下からの民主的なガヴァナンス構

築は基本的である。本稿で取り上げたケーララやポルト・アレグレの事例は，そのような実験

あるいは可能性として考えることができる。
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終わりに

本稿では，グローバル化とうい時代背景を踏まえながら，発展途上国における国家と政治の

可能性を考察した。その際の基本的な視点あるいはアプローチは，「国家」，「開発」，「市民社

会」のそれぞれのカテゴリーを個別に扱うのではなく，相互関連の中で，すなわち「国家－開

発－市民社会」のトライアッド関係構築の視点が重要であることを指摘した。

関連して，「相互エンパワーメント」や「シナジー」のアプローチ，「公－私」分割を越える

発想が生産的・創造的な議論と分析を進める上で極めて重要であることを論じた。また，実践

的課題からしても，グローバル化の現実はこうしたアプローチや視点が要請されてもいる。

しかし，同時に，今日のネオリベラリズムを基底にした様々なイデオロギーと政策の柔軟性

と「創造性」にも注目すべきである。権威主義的な文化や地域主義，コーポラティズム型の取

り込みの政策，エリート主義は途上国社会に根強く残っているだけでなく，ネオリベラリズム

と結びつくかたちで再生産されている。

したがって，トライアッド関係にける「国家」と「政治」の中心性を軽視すべきではない。

「ローカルなレベルや自律的コミュニティ集団の魅力にもかかわらず，グローバル化による国

家主権への侵食にもかかわらず，国家は開発の政治において中心的で決定的な力であり続けて

いる」（Leftwich,194）のである。

したがって，「国家」と「市民社会」の相互エンパワーメント，それぞれの民主的転換に焦

点を当てるべきであろう。この相互エンパワーを理解するためには，国家権力の類型（専制的

権力と基盤的権力）を区別すること，政府内の国家エリートと市民社会の支配的勢力の双方の

政治的賢明さ・技術・使命・献身性を発展させられるかどうか，さらに，グローバル化による

国家の権力と権威の変容および移動の分析などがとりわけ重要であった。ケーララやポルト・

アレグレの事例は，その意味でも積極的な教訓を含んでいる。

注

38） 反乱に先立つ数ヶ月にわたるサムエル・ルイス司教への右派の攻撃から彼を防衛するため，１

万5000のインディヘナ民衆が山から下りてきて行進を行った。これは当時までチアパス史上最大

の公然たる抵抗であった。そして，1994年の反乱の序曲であった。

39） 西ベンガルにおける分権化はケーララの民主的取り組みに大きな影響を与えた。そこで，この

州の取り組みを概略しておく。以下の叙述は，Thomas Isaac and Franke (2002:15-16) による。

1973年，会議派政府は西ベンガル・パンチャーヤト法（West Bengal Panchayat Act）を通過

した。それは４層構造からなっていた。集落（hamlet）レベルの地域会議（grama sabha），村

落レベルの gramaパンチャーヤト，ブロック・レベルのパンチャーヤト samiti，そして地区

（distric）レベルのzilla parishadである。1977年に政府を握った左翼戦線政府は，地域（local）

選挙を組織した。1978年６月のローカルな自治単位の選挙は新たな時代を予告していた。地域機
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関の選挙は５年ごとに行われた（1983，88，93，98年）。1978年以降，左翼戦線政府のもとで，

西ベンガルはインドにおける地域民主主義の最長で極めて有意な経験を提供してきた。

1978-83年の第１期における西ベンガル地方政府の主要な活動は，土地改革の実施であった。パ

ンチャーヤトは違法な土地保有を見つけ，分益小作人（シェアークロッパー）を確認し，土地を

配分する中心的行政手段となった。パンチャーヤトはこれらの仕事を巧く実行できた。なぜなら，

西ベンガルにおける農民運動の全盛期に行われた1978年選挙は，土地なし農民と貧農をパンチャ

ーヤトの指導的立場にしたからである。

多くの困難にもかかわらず，20年にも及ぶ西ベンガルの分権化プログラムは，土地改革の実行，

農村開発プログラムの実施，農業発展の復活といった多くの点で成果を上げた。しかし，これ以

上に，それらは民衆の間に社会的・政治的意識を生み出すのに役立ち，新たなリーダーシップの

発展を促進した。この無形の成果は民主主義の基盤を強化した。分権化過程の勢いは継続された。

1990年代中葉，ニーズの認識や計画立案への参加という点で地域会議（grama sabha）への広範

な関与へのイニシアティブを経験した。

40） ヘラーはケーララの場合，社会資本形成と国家との密接な結びつきがあることを示している。

ケーララにおける高いレベルの社会開発と再配分的改革は，民主的な州と良く組織された労働運

動との相互強化の産物である（Heller, 1999）。

41） アマルティア・センはDevelopment As Freedom （1999）で書いている。自由は開発プロセス

の最終的結果であるのみならず，その手段でもあると。センの思想はケーララの左翼の思想に類

似している。ケーララの自由と民主主義は，歴史的に富の再分配および公共サービスへの十分な

アクセスのための左翼メカニズムであった。民衆キャンペーンは，要求の策定を越えて，如何に

生産を拡大し，民衆の生活とその共同体を向上させるかについての決定について民主主義を拡大

しようとした。

42） ケーララにおける民主的な分権化は，そのインスピレーションを第１世界のアドバイザーから

ではなく，ガンディー主義的伝統や20世紀のインド独立運動から引き出している。分権化に関す

るインドの民族主義的視点は国際援助機関や世界銀行のそれとは異なっている。村落の自己支配

（grama swaraj）は，独立闘争に民衆を動員した強力な理念であった。分権化の民族主義的ビジ

ョンは，現在のグローバル化の時代に新しい意味を獲得している。それは帝国主義的グローバル

支配に異議申し立てをしている（Thomas Isaac and Franke, 2002:212）。

43） 参加者の訓練がポルト・アレグレで試みられていたとは思えない。ケーララの訓練は３重であ

った。ポスターと資料は，普通の人々にアクセスできる言語で全プロジェクトと総合的なプラン

を記載することが想定されている。VTC（ボランティア技術部隊）に加わった退職後の専門家は，

現実には既に訓練を受けたキャンペーン活動家になった。しかし，専門性と民主主義の間のギャ

ップを架橋しようとするケーララの試みで最も重要な要素は，キャンペーン初年度の各段階にお

ける大規模な訓練プログラムであったし，それはその後も毎年続けられた（Thomas Isaac and

Franke, 2002:206-207）。

44） prosumersは財と／あるいはサービスの生産者であるが，同時に消費者でもある。それは何も

生産しない消費者を含んでいない。彼等は搾取者であるからである。prosumersは交換クラブに

おける主要なアクターである。

45） このような分権化の積極的可能性にもかかわらず，その普及は大変ゆっくりとしている。その

背景には，途上国世界では極めて集権化した国家構造を維持する多くの要素が存在している。第
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１に，植民地主義が集権的政府の歴史的遺産を残したことがある。第２に，ポストコロニアル期

の社会的・経済的危機が集権化の強力な刺激となってきた。第３に，有力な政治的・官僚的既得

権益は，意図的に分権化の試みに反対してきた。第４に，分権化がうまく実施されるには，適切

な法的・行政的枠組み，ローカルな情報基盤，キャパシティ構築プログラム，そして強い市民文

化の一定の条件が必要だが，これは途上国にとって容易な課題ではない。

46） ジョン・ G.・ラギーは，1982 年の論文で「埋め込まれたリベラリズム（Endedded

Libaralism）」という概念を提起した。アメリカのニューディールやケインズ主義，またヨーロ

ッパの社会民主主義に基づいた政治経済体制は，市場の開放にともなわざるをえない社会的調整

コストを引き受け，分かち合うことに合意するものであった。これが埋め込まれたリベラリズム

の妥協の本質である。つまり，経済の自由化が社会的共同体や社会契約に埋め込まれることにな

った（Ruggie, 1982;2003）。埋め込まれたリベラリズムはアングロ・アメリカ型構築物でもあっ

た（Evans, 1997:71）。

47） D.ヘルドやA.マッグルー等によると，グローバルな変化に関する理論的枠組みは，３つの包括

的アプローチにまとめられる。グローバル論者，伝統論者，変容論者である。それぞれの主張と

見解の相違については，Held ed.,2000，第１章参照。

48） レフトウィチはガヴァナンスを体系的（体制的）レベル，政治的レベル，行政的・管理的レベ

ルという３つのカテゴリー，あるいはレベルにまとめて検討し，その上で「民主的グッド・ガヴ

ァナンス」を提示している（Leftwich, 2000:118-123）。グッド・ガヴァナンスと民主主義は密接

に関連し，ともに開発にとっての本質的条件を構成するからである。

＜付記＞

本稿は文部科学省科研費（平成16～18年度）基礎研究（C）「メキシコとブラジルにおけるローカ

ルな共有型分権化モデルの新たな実験」の成果の一部である。
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A Reconsideration on the Possibilities of States in the
Developing Countries

This paper examines the possibilities and limits of states in Developing Countries

from the point of relationship between state, market, and civil society in the era of

globalization. The article is organized as follows: The first part examines the issues

between the states and development in the developing countries, in particular focusing on

the experiences of the developmental states in NIEs.

The second part looks at some theoretical problems on ‘state-development’, including

the autonomy of state, bureacraucraic structure, etc.  The third part analizes some new

arguments on  ‘state-civil society’ relations in order to restructure the Migdal’s thesis ‘state

in society’.

The fourth part examins some case studies of mutually empowering interaction

between state and civil society in Mexico, Kerala, India and Porto Alegre, Brazil. The case
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of Mexico gives us the political construction of social capital coproduced by state and loca

societal actors.  The Panchayat reforms in Kerala and the participatory budget in Porto

Alegre hold important lessons on local democratic governance, empowered deliberative

democracy, and comunity-based sustainable development .

The last part provides some conclusions and directions for future research on

statehood and governance concerning the ongoing globalization on the different dimension

of the developing countries.

（MATSUSHITA, Kiyoshi, Professor, College of International Relations, Ritsumeikan Unversity）
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